
第7編　刑務所出所者等の社会復帰支援

1　はじめに
刑務所出所者等の再犯防止と改善更生は，我が国の刑事政策における現下の最重要課題であ

る。犯罪対策閣僚会議が策定した「犯罪に強い社会の実現のための行動計画2008」では，「犯
罪者を生まない社会の構築」を重点課題の一つとして掲げ，平成23年 7 月，「刑務所出所者
等の再犯防止に向けた当面の取組」を策定した。さらに，24年 7 月，同閣僚会議は，より総
合的かつ体系的な再犯防止対策として，今後10年間における刑務所出所者等の再犯防止に向
けた「再犯防止に向けた総合対策」を策定した。

再犯防止と改善更生には，まず，犯罪者や非行少年が自らの罪を真摯に反省し，これを償
い，更生を決意し，自ら抱える問題を解決，克服しなければならない。こうした課題に対応す
るため，矯正施設では，受刑者・少年院在院者に矯正処遇等・矯正教育が実施され，保護観察
所では，保護観察対象者等に指導監督や補導援護等が実施される。近年では，刑事施設・少年
院における薬物事犯者や性犯罪者等に対する特別改善指導，保護観察所における専門的処遇プ
ログラム等の問題性に対応した処遇が，外部の専門家や民間団体の援助も得ながら，充実，強
化されてきている。

一方，ここ数年，満期釈放者の割合が50％前後で推移し，そのうち帰住先がないまま釈放

7-1-1図　犯罪者・非行少年の処遇と社会復帰支援の取組
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となっている者が多く，さらに，刑務所への再入者における無職者の割合が高い。また，高齢
者の仮釈放率は，出所受刑者全体と比べて低く，高齢者に帰住先のない者が多いことがうかが
える。刑務所出所者等の再犯については，仕事や住居や相談相手がない状況で引き起こされて
いるケースが多く，刑務所出所者等の仕事や住居等の生活基盤を整えて円滑な社会生活への移
行を促進することが社会復帰への鍵となる。

ところで，就労や住居の確保等を通じた社会復帰支援は，地域社会の理解と協力を得て推進
することが有効である。就労支援における雇用主，住居確保におけるアパート等の提供者を始
め，職業訓練，職業紹介，住居あっせん，福祉的なサポート等で，公的な機関や民間団体が，
専門性やノウハウを生かして連携することでより効果的な支援が可能となる。刑務所出所者等
に責任ある社会の一員としての役割を与えて地域に受け入れれば，円滑な社会復帰と再犯防止
は促進され，国民の安心・安全の実現の要請にもかなう。

我が国の更生保護は，古くは民間篤志家による釈放者保護に始まり，第二次世界大戦後に国
がこれを引き継ぎ，民間と連携しながら発展してきた。社会の中で長くその担い手となってき
た保護司や更生保護施設は，今も矯正施設や保護観察所等のパートナーとして欠くことができ
ない。他方，最近では，就労支援や住居確保等の取組を中心とする施策により，他の公的機関
や民間団体の関与，参加，協力が活発化し，官民協働の在り方も多様化してきている。

そこで，本年版犯罪白書では，「刑務所出所者等の社会復帰支援」と題し，特に「居場所」
と「出番」の確保の中核となる住居確保等及び就労に焦点を当てることとした。
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2　再犯防止・改善更生のための社会復帰支援策と民間の協力・参加
（1）就労支援
ア　就労に関する矯正処遇等・矯正教育

（ア）刑事施設における取組

ⅰ　職業訓練

（ⅰ）職業訓練の意義・目的等

刑事施設では，受刑者に職業に関する免許や資格を取得させ，又は職業上有用な知識や技能
を習得させるために，職業訓練を実施している。「雇用情勢に応じた職業訓練」を実施するこ
ととしており，有効求人倍率等を参考に，将来的に雇用が見込まれる職種を新たな職業訓練の
種目として取り入れ，社会の雇用ニーズに合致した訓練を順次開設している。
（ⅱ）職業訓練の沿革，発展

職業訓練の沿革を見ると，明治41年に施行された監獄法下において，職業教育の一態様と
して，建築土木，ブリキ工等の実習訓練が行われるようになったのが始まりである。

職業訓練の種目数の推移を見ると，昭和50年度には，12種目，定員1,072人であったが，
平成23年度には，刑事施設60庁において31種目の職業訓練を実施し，その訓練定員は4,559
人となっており（PFI手法により運営されている刑事施設を除く。），受刑者の職業訓練受講機
会の拡大が図られている。
ⅱ　就労に関する指導

（ⅰ）刑執行開始時の指導・釈放前の指導

刑事施設では，刑執行開始時の指導において，就労支援の制度について説明し，入所の早い
段階から，釈放後の就労や生活基盤の確立に向けた動機付けを行い，受刑生活を通して就労に
ついて考えさせ，改善更生と円滑な社会復帰へ向けた目標達成の努力を促している。

また，釈放前の指導においても，社会復帰後の就労に関し，就労に当たっての心構えや，職
業安定法等の関係法令，雇用・賃金等の経済状況，公共職業安定所（ハローワーク）の概要な
どについて指導をしている。
（ⅱ）一般改善指導

刑事施設においては，一般改善指導の一つとして，職業生活において求められる協調性等を
身に付けさせるため，社会復帰支援指導（通信教育，実務講座，面接等の方法による資格取
得，職業意識・知識の付与等）や対人関係円滑化指導（生活技能訓練（SST）等による職場等
で円滑な人間関係を維持するために必要な対人スキルの指導）等を行っている。
（ⅲ）特別改善指導

刑事施設においては，就労が安定しないことなどにより，社会復帰に支障があると認められ
る受刑者に対して，特別改善指導として，就労支援指導を実施している。標準となるプログラ
ムは，①職業人として必要な基礎知識（賃金・求人求職の状況等）を理解させること（講義），
②これまでの就労生活を振り返らせること（講義，討議），③職業人として必要な基本的スキ
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ル及びマナーについて習得させること（講義，演習，視聴覚教材の視聴，SST等），④履歴書
の書き方，面接のポイント等，出所後の就職活動における手続に関する知識や技能を習得させ
ること（講義，演習，視聴覚教材の視聴，SST，課題作成，意見発表，討議）である。
（ⅳ）就労支援スタッフ

矯正施設においては，キャリアコンサルタントや産業カウンセラー等の資格を有する就労支
援スタッフを配置し，受刑者等に対して，仕事に対する正しい理解や自己の職業適性の理解を
促し，今後の職業生活や能力開発に関する援助等を行うとともに，公共職業安定所や企業との
連絡調整などを行っている。
ⅲ　基礎学力の付与

入所受刑者の教育程度の推移は，7-2 -1 -4 図のとおりである。
7-2-1-4図　入所受刑者の教育程度の構成比の推移
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注　１　矯正統計年報による。
２　「その他」は，高等学校在学，不就学等である。
３　不詳の者を除く。

学校基本調査（文部科学省の統計）によれば，平成23年度の高等学校等及び大学・短期大
学への進学率は，それぞれ98.2％，56.7％であり，一般と比べて受刑者の教育程度は極めて
低い水準にある。

刑事施設においては，就労に資する基礎学力の向上策の一つとして，受刑者教育支援スタッ
フの拡充を図るなどしている。また，受刑者を刑事施設内に設置した中学校に入学させること
や，通信課程の高等学校又は大学に入学させることができるとされている。

（イ）少年院における取組

少年院では，矯正教育の一領域として職業訓練を含む職業補導を実施している。職業補導の
目的は，職業についての知識・技能及びこれを応用する能力を付与することだけでなく，勤労
意欲の喚起や勤労を重んじる態度を培うことなどにもある。また，製造業や福祉施設等の事業
所に通勤して行う院外委嘱職業補導も実施している。そのほか，社会人としての意識を高めさ
せるため，外部講師による職業講話，職業体験実習，社会奉仕活動等を実施している。
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イ　刑務所出所者等総合的就労支援対策

（ア）総論

7-2-1 -6 図は，保護観察対象者の再犯の状況を就労状況別に示したものである。
7-2-1-6図　保護観察対象者の再犯率（就労状況別）

注　1　保護統計年報による。
2　「無職者」は，定収入のある無職者，学生・生徒及び家事従事者を除く。
3　「再犯率」は，有職者及び無職者に対する保護処分の取消し，仮釈放の取消し，刑執行猶予の取消し，戻し収容及び身柄拘束のまま
保護観察が終了となった者の比率である。
4　職業不詳及び交通短期保護観察を除く。

（平成14年～ 23年の累計）
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平成18年度から法務省及び厚生労働省が連携して，刑務所出所者等に対し積極的かつきめ
細かな就労支援を行う「刑務所出所者等総合的就労支援対策」が開始された。7-2 -1 -7 図は，
刑務所出所者等総合的就労支援対策の概要を示したものである。

7-2-1-7図　刑務所出所者等に対する総合的就労支援対策の概要
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■公共職業安定所への求職登録

■個別支援計画の作成

支援体制の構築

②　就職能力向上のための施策

■受刑者等を対象とした支援施策
【法務省矯正局】
　○職業訓練（職業補導）
　○就労支援指導・釈放前指導（進路指導）
　○就労支援スタッフの配置
【厚生労働省】
　○職業相談・職業紹介
　○職業講話
　○求職活動ガイドブックの作成・配布　　　　等

【法務省保護局】
　○身元保証制度
【厚生労働省】
　○試行雇用（トライアル雇用）制度
　○職場適応・定着支援

【法務省保護局】
　○協力雇用主の開拓確保
　○協力雇用主の就労受入れの推進
【厚生労働省】
　○協力雇用主等を対象とした求人開拓

■刑務所出所者等を対象とした支援施策
【法務省保護局】
　○遵守事項に基づいた指導監督による就労指導
　○補導援護による就労支援
【厚生労働省】
　○担当者制の職業相談・職業紹介
　○職場体験講習
　○セミナー・事業所見学会
　○公共職業安定所による一般支援施策の活用
　　（職業訓練など）

　就職に必要な能力に加え，就職した職場に長期定着
するために必要な能力を身に付けさせる。

③　求人企業へのあっせんの推進
　求人企業に対するあっせんを積極的に実施して企業
との出会いを促進し，出会い後の職場定着を支援する。

④　就労先企業の開拓（雇用受け皿の拡大）
　定職としての受け皿の拡大を図り，従来の協力雇用
主はもとより，地域の幅広い企業に対して協力依頼を
実施する。

法務省保護局
保護観察所等

法務省矯正局
矯正施設

○支援体制として，関係機関の相互連携を強化
○都道府県単位で就労支援事業協議会を設置

注　法務省保護局の資料による。

厚生労働省
公共職業安定所等

都道府県別の協議会

（イ）支援の対象者

就労支援の対象となるのは，受刑者，少年院在院者，保護観察対象者及び更生緊急保護対象
者全員であるが，このうち，刑務所出所者等就労支援事業（以下「支援事業」という。）とし
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て法務省と厚生労働省が連携して実施する支援の対象者（以下「支援対象者」という。）は，
矯正施設や保護観察所等から就労支援の協力依頼のあった受刑者等，保護観察対象者及び更生
緊急保護対象者であって，稼働能力・就労意欲を有し，支援事業への参加を希望しており，求
人者に対する前歴等の開示に同意しているなどの要件に該当しているものである。

（ウ）支援の実施体制

公共職業安定所に，支援事業の担当責任者を，一部の公共職業安定所には刑務所出所者等の
就労支援を担当する就職支援ナビゲーターを配置し，矯正施設を訪問して職業講話，求人情報
提供，職業相談等を実施し，保護観察所の就労支援担当官と就労支援チームを設置して個別面
接を行うなどの就労支援を行っている。

（エ）支援の内容及び実施状況

ⅰ　受刑者等

公共職業安定所の職員は，矯正施設を訪問し，支援対象者等に対して，就労についての心構
えや就労を巡る社会情勢等についての職業講話を実施するとともに，求人票のチェックポイン
トや面接に当たっての心構え等を平易に解説した求職活動ガイドブックを配布している。ま
た，本人から希望を聴取し，本人の能力や適性に応じた求人情報を提供している。
ⅱ　保護観察対象者等

公共職業安定所の職員は，保護観察所から就労支援の依頼があった保護観察対象者等に対し
て，求人開拓から就職に至る一貫した就労支援を行っている。

就労支援メニューとして，職場の雰囲気や仕事に慣れるために，実際の職場環境や業務を体
験する職場体験講習，履歴書の書き方や採用面接での注意点等の説明を行うセミナー，実際の
事業所を訪問して職場を見学する事業所見学会，試行的な雇用期間を設け，常用雇用への移行
促進を図るトライアル雇用，身元保証人がいない支援対象者が，雇用主に業務上の損害を与え
た場合等に，見舞金が支払われる身元保証制度等がある。

（オ）現状における施策の効果と新たな取組

7-2-1-8図　刑務所出所者等就労支援事業支援対象者等総数・就職者数
（平成18年度～ 23年度）
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注　1　厚生労働省職業安定局の資料による
2　「支援対象者等」は，支援対象者，準支援対象者等である。
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支援対象者等総数及び就職者数，保護観察終了時の無職率等の推移は，それぞれ 7-2 -1 -8

図，7-2 -1 -9 図のとおりである。平成19年度から毎年2,000人以上の刑務所出所者等が就労
に至るなど一定の成果を上げているものの，その一方で，保護観察対象者のうち毎年9,000人
程度が無職状態で保護観察を終了している。

7-2-1-9図　保護観察終了者の人員・無職者・無職率
（平成14年～ 23年）
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注　1　保護統計年報による。
2　「無職者」は，定収入のある無職者，学生・生徒及び家事従事者を除く。
3　「無職率」は，職業不詳の者を除く保護観察終了者に占める無職者の比率である。

この厳しい状況に対応するために，新たな取組として，平成23年度から一部の保護観察所
において更生保護就労支援モデル事業が実施されている。7-2 -1 -10図は，同事業等の概要を
示したものである。

7-2-1-10図　更生保護就労支援モデル事業等の概要

① 就職活動支援業務

③ 定住支援業務

② 職場定着支援業務

○企業ネットワーク，雇用管理等にノウハウを持つ民間団体に事業を委託
○「就労支援事業所」に専門的知識や経験を有する「就労支援員」を2名以上配置
○矯正施設入所中から就労後の職場定着まで継続的かつきめ細かな支援を実施
○企業ネットワークを生かして協力雇用主を開拓
○就労と定住の一体的支援の実施

保
護
観
察
所

更生保護就労支援事業所

矯正施設入所中から就職後までの隙間のない就労支援

受け皿の拡大

就労支援員

入所中

注　法務省保護局の資料による。

釈放後 就職後

④ 雇用基盤整備業務

委託

○施設面接等による職業適性，希望等
の把握
○保護観察所，ハローワーク等と連携
した「就労支援計画書」の策定

○地域の雇用情報の収集及び
提供

○関係機関と連携した適切な
就職活動支援

○勤務状況や生活状況のフォローアップ
○雇用管理の専門性を生かしたジョブ
コーチ，協力雇用主への助言・支援

○企業ネットワークを活用した
協力雇用主の開拓
○協力雇用主研修の実施
○雇用基盤整備に関する年間
計画の策定・推進○適切な定住先を確保するための住まい探し等に関する相談・助言

○収入状況等に応じた安定した生活の維持に関する相談・助言

就労と定住の
一体的支援
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更生保護就労支援モデル事業等は，雇用に関するノウハウ等を有する民間団体が国から委託
を受けて更生保護就労支援事業所を設置し，専門的な知識及び経験を有する就労支援員が，関
係機関等と連携して支援を行うものである。矯正施設入所中から，支援対象者の希望や適性を
把握し，雇用情勢等の情報を伝え，就職活動支援を行い，就職後には職場訪問をして必要な助
言をしたり，協力雇用主の相談に応じたりする職場定着支援までを継続的に行う。また，協力
雇用主の新規開拓や，協力雇用主が安心して刑務所出所者等を雇用できるようサポートするほ
か,定住のための支援も行っている。
ウ　刑務所出所者等の就労を支える民間の活動等

（ア）　協力雇用主

ⅰ　協力雇用主とは

協力雇用主とは，犯罪・非行の前歴等のために定職に就くことが容易でない保護観察対象者
等を，その事情を理解した上で雇用し，改善更生に協力する民間の事業主である。
ⅱ　協力雇用主の現況

7-2-1 -11図は，協力雇用主数及び協力雇用主に雇用されている保護観察又は更生緊急保護
の対象者（以下「被雇用者」という。）の数の推移（最近10年間）を見たものである。

7-2-1-11図　協力雇用主数・被雇用者数の推移
（平成15年～ 24年）
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注　１　法務省保護局の資料による。
２　各年4月1日現在の数値である。

協力雇用主を業種別に見ると，協力雇用主数は建設業，サービス業，製造業の順で多く，こ
の 3 業種で約80％を占めている。規模別に見ると，従業員29人以下のものが，協力雇用主数
で約70％，被雇用者数で約60～70％を占めている。
ⅲ　協力雇用主が求めるニーズとその対応策

協力雇用主を増やし，より多くの刑務所出所者等が雇用されるには，雇用する側の事業主の
ニーズを把握し，そのニーズに対応していくことが必要である。法務省矯正局では，平成23
年，全国の保護観察所に協力雇用主として登録している企業及び全国の刑事施設と刑務作業契
約を締結している企業のうち2,547社に対して，刑務所出所者等を雇用することに関するアン
ケート調査（以下「協力雇用主等調査」という。）を実施した。
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調査の結果，「刑務所出所者等を雇用する際，必ず必要とする条件」では，「社会人としての
自覚」，「社会常識」及び「普通自動車免許」が半数を超えた。また，「刑務所等を出所するま
でに身に付けておいてほしい知識・能力」では，「社会常識」が高い比率となっており，次い
で「資格・免許」，「ビジネスマナー」となった。「刑務所出所者等を雇用するに当たって，刑
務所等で実施してほしい就労対策」では，「刑務所出所者等との面接の機会」が最も多かった。

「刑務所等出所後に，国においてどのような支援があれば刑務所出所等を雇用することができ
るか」では，「出所者の身元保証」，「住居の確保」及び「出所者への相談・助言」が半数を超
えた。

協力雇用主等調査の結果から，協力雇用主及び刑務作業契約企業は，刑務所出所者等を雇用
するに当たって，社会人としての自覚や社会常識を重視していることがうかがえる。

（イ）　就労支援事業者機構

犯罪をした者や非行のある少年の就労の確保は，経済界全体の協力と支援によって支えられ
るべきものであるとの趣旨から，中央の経済諸団体や大手企業関係者等が発起人となり，平成
21年 1 月に特定非営利活動法人「全国就労支援事業者機構」が活動を開始した。

そして，全国就労支援事業者機構の働き掛け等により，地方単位の就労支援事業者機構（都
道府県就労支援事業者機構）が，全国50か所（各都府県に 1 か所ずつ，北海道に 4 か所）に
設立された。

都道府県就労支援事業者機構の主な事業内容は，①刑務所出所者等の雇用に協力する事業者
の増加を図る事業，②求職情報の把握，求人情報の開拓・把握を行って個別の就労を支援する
事業，③刑務所出所者等を雇用した場合の協力雇用主への給与支払いの助成事業，④刑務所出
所者等の職場体験講習，セミナー・事業所見学会等への協力事業，⑤犯罪予防を図るための世
論の啓発及び広報事業等となっている。全国就労支援事業者機構では，これらの事業について
資金助成を行うなどの支援を行っている。

（ウ）　地方自治体及び民間企業における取組

大阪府内のある地方自治体は，保護観察対象者を地方自治体の臨時的任用職員として採用す
る取組を行い，同様の動きが他の地方自治体に広がっている。また，保護観察又は更生緊急保
護の対象者を雇用した経験のある協力雇用主に対して，建設工事等に係る競争入札参加資格審
査において加点するなどの優遇措置を導入する地方自治体も現れている。

民間企業の中には，社会貢献として，矯正施設入所中の者に対して，職業訓練から刑務作業
の提供と出所後の雇用までを前提とした一貫したプログラムを提供している例もある。

（2）刑務所出所者等の住居確保・福祉的な支援のための取組
ア　総論

刑事施設等に入所した者については，収容中の段階から，生活環境の調整を行い，多くの者
が，釈放後は家族や知人のもとで社会復帰に取り組むこととなるが，引受人となる家族や他に
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適切な引受人等がなく，出所後の居所も定まらないまま満期釈放となる者も少なくない。
7-2 -2 -1 図①は，平成23年の満期釈放者の帰住先を構成比で示したものであり，満期釈放

者の半数近くが，家族や知人，あるいは適切な施設等に帰住していないことがうかがわれる。
また，同年の再入者について，前刑の出所日から再犯に至るまでの期間と前刑時の出所状況を
見ると，7-2 -2 -1 図③のとおりである。再犯期間が短いほど，再入者に占める満期釈放者の
比率が高く，かつ，満期釈放者で帰住先が①図の「その他」に当たるものの比率が高い。満期
釈放者で，出所の際に適当な帰住先を持たない者は，出所してから数箇月の再犯リスクが高い
ことがうかがわれる。刑務所出所者等の帰住先を確保し，あるいは，適切な福祉的支援により
生活環境を整えることは，重要な課題の一つといえる。

7-2-2-1図　出所受刑者の出所状況と再入者の再犯期間との関係

注　１　矯正統計年報及び法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２　①の「配偶者」は，内縁関係を含む。　
３　①の「社会福祉施設」は，社会福祉事業法２条に規定された社会福祉事業を行う施設である。
４　①の「更生保護施設等」は，「自立更生促進センター」を含む。
５　①の「その他」は，帰住先が不明，刑終了後引き続き被告人として勾留，帰住先が暴力団関係者のもと，入管法64条２項による入
国管理局への身柄引渡し等である。
６　②の出所受刑者は，出所事由が仮釈放及び満期釈放の者に限り，③の再入者は，前刑出所事由が，満期釈放又は仮釈放の者に限る。
７　③の再犯期間は，前刑出所日から再入所に係る罪を犯した日までの期間である。よって，6月未満は3月未満を含み，1年未満は6
月未満を含む。
８　③の再入者は，再犯期間が１年未満の者に限る。
９　（　）内は，実人員である。

①　満期釈放者の帰住先別構成比
（平成23年）

②　出所受刑者の出所状況別構成比

③　再入者の前刑時の出所状況別構成比（再犯期間別）
（平成23年）
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イ　適当な住居がない者に関する取組

（ア）更生保護施設

ⅰ　更生保護施設の配置・収容人員

更生保護施設は，頼るべき親族等がいない者，生活環境に恵まれない者等，すぐに自立更生
ができない刑務所出所者等を保護して，その円滑な社会復帰を支援している施設である。

平成24年 4 月 1 日現在，更生保護施設は全国に104施設ある。その内訳を見ると，男子施
設90，女子施設 7 及び男女施設 7 となっている。収容定員の総計は2,329人であり，男子が
成人1,834人と少年314人，女子が成人134人と少年47人である。施設ごとの定員は，4 人
から110人と幅が広いが，定員が15人以上20人以下である施設が約 7 割（69施設）である。
ⅱ　退所者の状況

7-2-2 -5 図は，平成23年度における，更生保護施設退所者の状況（在所期間及び退所時の
職業）を示したものである。在所期間を見ると，86.3％の者が 6 月未満で退所しており，1
月未満での退所者も22.4％と少なくない。退所時の職業は，労務作業が40.9％と最も多い。
なお，退所者の 8 割以上は円満退所しており，退所者の主な退所先は，借家（28.1％），就業
先（17.4％），親族・縁故者（14.8％）であって，更生保護施設が，自立のため，あるいは，
親族・縁故者等との関係の再構築のための機能を果たしていることがうかがえる。

7-2-2-5図　更生保護施設退所者の状況
（平成23年度）

①　在所期間 ②　退所時の職業

総　数
6,707人

10日未満
12.2 10日以上

1月未満
10.2

6月以上
1年未満
12.9

1年以上
0.8

総　数
6,707人

その他6.6

労務作業
40.9

無職
39.2

不詳6.3

1月以上
3月未満
29.3

サービス業7.0

3月以上
6月未満
34.5

注　1　法務省保護局の資料による。
2　②の「その他」は，専門的・技術的職業，管理的職業，事務作業，販売業，保安職業，農林・漁業，運輸・通信業をいう。

ⅲ　更生保護施設における処遇

更生保護施設では，刑務所出所者等に対して，基本的な処遇として，生活指導，金銭管理指
導，交友関係に関する指導，就労に関する指導，飲酒に関する指導，福祉や医療のあっせん等
が行われている。さらに，刑務所出所者等の問題性や，社会復帰のためのニーズに応じた処遇
が行われている。その主なものとして，「酒害・薬害教育」，「生活技能訓練（SST）」，「コラー
ジュ療法」，「料理教室」，「就労支援講座」，「法律相談会」等がある。
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（イ）自立更生促進センター

自立更生促進センターは，保護観察所に併設した宿泊施設に宿泊させながら，保護観察官に
よる濃密な指導監督や充実した就労支援を行うことで，対象者の再犯防止と自立を図ることを
目的とする施設であり，これまでに全国に 4 庁が開設されている。

（ウ）緊急的住居確保・自立支援対策

ⅰ　緊急的住居確保・自立支援対策とは

社会の中に更に多様な受け皿を確保する方策として，平成23年 4 月から，「緊急的住居確
保・自立支援対策」が開始された。これは，保護観察所に登録した民間法人・団体等の事業者
に，保護観察所が，宿泊場所の供与と生活指導等を委託するものである。この宿泊場所を「自
立準備ホーム」と呼び，その形態は，事業者が管理する施設，一軒家，アパートの一室等様々
である。
ⅱ　自立準備ホーム

平成23年度における自立準備ホームの登録事業者は166事業者であり，事業者は，社会福
祉法人，一般社団法人，特定非営利活動法人，会社法人，任意団体といった様々な法人，団体
あるいは個人である。その形態は，生活困窮者支援を行う法人が所有するアパート，社会福祉
法人等が運営する障害者の施設やグループホーム，児童福祉法上の児童自立援助ホーム，宗教
法人や薬物依存者の自助グループが管理する施設等様々である。

（エ）高齢者・障害者等に対する福祉的支援への橋渡し

ⅰ　制度の概要

7-2-2-7図　特別調整の概念図

A県刑務所・少年院 A県保護観察所

A県地域生活定着
支援センター

他県の地域生活定着支援センター

福祉事務所

地域包括支援センター

障害相談支援事業者
自治体福祉部等

社会福祉施策医療機関

年金事務所

A県福祉等実施機関

他県の福祉等
実施機関

協
力
依
頼

受入先の
調整等

受入先の
調整等

連絡・調整

情報の提供
連絡・調整

社会福祉士等に
よる調査

対象者
①高齢（おおむね65歳以上）又は身
体障害，知的障害若しくは精神障害
があること

②釈放後の住居がないこと

③福祉サービス等を受ける必要がある
と認められること

④円滑な社会復帰のために特別調整の
対象とすることが相当と認められる
こと

⑤特別調整を希望していること

⑥個人情報の提供に同意していること

注　法務省保護局の資料による。
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刑務所出所者等のうち，高齢又は障害により，自立が困難で身寄りがなく，福祉的支援が必
要な者について，釈放後速やかに，適切な介護，医療等の福祉サービスを受けることができる
ようにするため，平成21年 4 月から，法務省は，厚生労働省と連携し「特別調整」を実施し
ている。この取組の中心となるのは，厚生労働省の地域生活定着支援事業（24年度において，
地域生活定着促進事業）により整備が進められた地域生活定着支援センターである。

7-2 -2 -7 図は，この手続の概要を示したものである。
ⅱ　地域生活定着支援センター

地域生活定着支援センターは，厚生労働省により，民間の法人・団体に業務が委託されるな
どにより，各都道府県に 1 か所ずつ（北海道は 2 か所）設置されている。地域生活定着支援
センターには，社会福祉士，精神保健福祉士等の職員が配置され，刑務所出所者等を円滑に福
祉サービスにつなげていくためのコーディネート機能を担っている。業務は，①受入先施設等
のあっせん等を行う「コーディネート業務」，②施設等に対して必要な助言を行う「フォロー
アップ業務」，③本人やその関係者からの相談に応じる「相談支援業務」等が主なものである。
ⅲ　矯正施設における社会福祉士・精神保健福祉士の役割

矯正施設においては，社会福祉士・精神保健福祉士が配置され，被収容者のうち，福祉によ
る支援が必要な者の選定，その者のニーズの把握，円滑な社会復帰に向けた帰住調整等が行わ
れている。
ⅳ　特別調整の実施状況

平成23年度においては，特別調整が終結した人員は509人であり，その内訳は，高齢者が
214人，知的障害者が152人，身体障害者が133人，精神障害者が119人（重複計上してい
る。）であった。

（3）保護司と保護司活動
ア　保護司

（ア）保護司とは

保護司は，犯罪をした者や非行のある少年の立ち直りを地域で支える民間のボランティアで
あり，保護司法に基づき，法務大臣の委嘱を受け，民間人としての柔軟性と地域性を生かし，
保護観察官と協働して保護観察や生活環境の調整を行うほか，地方公共団体と連携して犯罪予
防活動等を行っている。身分は，非常勤の国家公務員であるが，給与は支給されない。

保護司は，保護区（一つ又は複数の市区町村からなる区域）単位で保護司会を組織して犯罪
予防活動や研修等を実施している。

（イ）保護司のプロフィール（年齢，性別及び職業）

ⅰ　年齢

平成24年 1 月 1 日現在，保護司の人員は，4 万8,221人で，その平均年齢は64.1歳であ
る。60歳代の者が占める割合は，22年以降は50％を超えている。70歳以上の者が占める割
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合についても，昭和28年の3.3％から上昇傾向が続いており，平成24年には25.0％であって，
総じて，近年において，保護司の高齢化が進行している。
ⅱ　性別・職業

保護司のうち，女性の比率は，昭和28年には7.2％であったが，その後上昇を続け，平成
24年は25.9％（1 万2,485人）であった。保護司の職業を見ると，24年 1 月 1 日において，
無職（主婦を含む。）の割合が最も高く，次いで会社員等となっている。昭和28年からの変化
の特徴を見ると，農林漁業及び宗教家の割合が低下し，その他の職業及び無職（主婦を含む。）
の割合が上昇している。

（ウ）保護司の充足率と事件負担

保護司の定数は，全国で 5 万2,500人を超えないものと定められており，さらに，保護観
察所単位及び保護区単位で，それぞれ定められているが，全国を単位とする保護司の充足率

（保護司の定数に対する保護司の人員の比率をいう。）は，平成 2 年から22年までおおむね
93％であったものの，23年に92.7％，24年に91.8％と，低下傾向にある。

保護司の平均取扱人員については，保護観察開始人員の減少により，全体的には減少してい
るものの，いわゆる大都市圏を中心に，全体の 3 割程度の保護観察所においては，平均取扱
人員が4.0以上である。
イ　保護司活動

（ア）活動の実際

保護司は，主として，保護観察対象者の指導監督・補導援護，矯正施設収容中の者に関する
生活環境の調整，犯罪予防活動を職務として活動している。具体的には，保護観察対象者を保
護司の自宅等に訪問させ，また，保護司が保護観察対象者の自宅等を訪問して対象者及びその
家族等と面接するなどしている。また，矯正施設に入所している者が希望する帰住予定地を訪
問して引受人等と話し合いをするほか，矯正施設に出向いて本人と会うなどしている。

また，保護司及び保護司会は，非行防止や薬物乱用防止等の座談会・講演会等を自ら開催す
るほか，地域の防犯活動，青少年の健全育成活動等といった活動を，地域の関連機関や団体等
と連携しながら実施している。保護司がその活動を行う上で必要な知識と技術を修得し，処遇
能力を向上するために，保護司研修の必要性が重視されている。保護司研修は，関係法令の学
習，面接の方法，事例研究，各種施策に関する内容等多岐にわたっている。

（イ）　保護司活動の多様化

近年，新たな施策が次々に導入され，保護司の活動も多様化している。
ⅰ　就労支援における役割

刑務所出所者等総合的就労支援対策の一環として，担当保護司が対象者に同行して公共職業
安定所に行き，職員と職業相談・職業紹介について一緒に話し合ったり，協力雇用主の開拓に
ついても，保護司から情報提供を受ける場合も多い。
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ⅱ　社会貢献活動における役割

社会貢献活動に当たっては，原則として活動場所ごとに 1 人以上の保護司が社会貢献活動
担当保護司として指名され，活動の準備，実施その他の事務を行っている。また，保護司自身
が活動先の施設や団体等に関係している場合も多く，社会貢献活動の活動先を開拓するに当た
り，情報提供及び活動場所の管理者との連絡調整等において，保護司の果たす役割は大きい。
ⅲ　学校との連携における役割

非行問題に関する豊富な知識・処遇経験等を有する保護司が中学校と連携して，「中学生サ
ポート・アクションプラン」を実施している。学校連携担当保護司は地元中学校へ赴き，非行
問題・薬物問題をテーマとした非行防止教室の実施，問題を抱える生徒に対して関係機関が連
携してその立ち直りを支えるサポートチームへの参加，生徒指導担当教諭との合同研究会に取
り組むなどして，中学生の犯罪・非行の未然防止及び健全育成を図っている。
ⅳ　犯罪被害者等施策における役割

被害者担当保護司は，各保護観察所に男女 1 人以上ずつ置かれ，保護観察所内で被害者等
支援に専従している。被害者担当保護司は，特に，被害者等の心情を受け止め，その立場を理
解し，悩みを傾聴するなどの援助場面で活躍している。
ウ　保護司制度の基盤整備に向けた取組

保護司の充足率は，近年低下傾向にある。その背景として，地域社会の人間関係の希薄化等
の影響や，保護観察対象者の抱える問題が多様化するなどして保護司の処遇活動が困難化して
いることが指摘されており，保護司のなり手が見つかりにくく，また，新しく保護司になった
者で早期に退任するものが少なくないという状況がうかがえる。

（ア）新任保護司の発掘

保護司の委嘱は，保護観察所長が，各保護観察所に置かれている保護司選考会の意見を聴い
た上で，保護司候補者を選定して法務大臣に推薦し，その候補者のうちから，法務大臣が委嘱
する方法により行われている。

幅広い分野から保護司候補者を発掘すること，また，保護司の選考過程において，より透明
性を確保するための方策として，保護司候補者検討協議会を設置している保護区がある。とり
わけ保護司の充足率が比較的低いなどの保護区において，当該保護区の保護司候補者を広く求
め必要な情報の収集及び交換を行うために，平成20年度から全国的に設置され（24年 4 月 1
日現在450か所に設置），保護司適任者の確保に寄与している。

（イ）更生保護サポートセンター

自宅以外に面接場所を提供し，複雑・多様な問題を抱える保護観察対象者のニーズに柔軟に
対応するなど，個々の保護司の処遇活動を支援する必要性や，保護司会がより組織的に犯罪予
防活動等を行う観点から，平成20年度，保護司活動の拠点となる更生保護活動サポートセン
ターが全国六つの保護司会に設置され，23年度には名称を更生保護サポートセンターと改め，
全国55か所（全ての保護観察所管内に 1 か所以上）に設置された（なお，24年度中に155か
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所に拡充される見込みである。）。市区町村庁舎内の一室や廃校となった公立小中学校の一部を
借り受けるなどして場所を確保し，平日の日中を中心に，企画調整保護司が駐在し，事務所の
管理や運営，関係機関等との連絡調整，各種活動の企画や実施を行う。

平成20年度から23年度における更生保護サポートセンターの設置数及び利用人数の推移
は，7-2 -3 -4 図のとおりである。設置数の増加に伴い利用人数も大きく増加している。

7-2-3-4図　更生保護サポートセンターの設置数・利用人数の推移
（平成20年度～ 23年度）
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（4）刑務所出所者等の社会復帰支援における民間の協力・参加
ア　特定の問題性に対応した処遇における連携

矯正施設に収容中の者や保護観察対象者には，薬物，アルコール，性犯罪，暴力団関係等
様々な問題性が認められる。矯正施設や保護観察所では，こうした特定の問題性に対応した処
遇を実施しているが，その問題性によっては，外部の機関や民間団体の援助，協力を得ること
で，より大きな効果が期待できるため，従来から連携の拡充を模索してきた。

（ア）　薬物事犯者に関する連携

薬物事犯者に対する処遇は，刑事施設においては特別改善指導のうち「薬物依存離脱指導」
によるもの，保護観察所においては「覚せい剤事犯者処遇プログラム」によるものが，それぞ
れ中心となっている。これらの実施に当たっては，大学・研究機関，ダルク等薬物依存症リハ
ビリテーション施設や自助グループ（以下「ダルク等」という。），精神保健福祉センター，医
療機関等様々な民間の組織・団体の協力・参加が重視されている。
ⅰ　刑事施設及び保護観察所における大学・研究機関との連携

刑事施設における薬物依存離脱指導，保護観察所における覚せい剤事犯者処遇プログラムは，
いずれも標準化されたプログラムが策定されているが，その開発は，大学や研究機関に所属し，
薬物依存の治療や研究に携わる心理学や精神医学の研究者，専門家の参画を得て行われた。
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ⅱ　刑事施設におけるダルク等との連携

刑事施設においては，受刑者の問題性に応じて，ダルク等を招へいしてグループワークを中
心とした指導や視聴覚教材とワークブックを組み合わせた薬物依存離脱指導が実施されてい
る。
ⅲ　保護観察所におけるダルク等，精神保健福祉センター及び医療機関との連携

保護観察所においては，薬物依存のある保護観察対象者の引受人や家族に対して効果的な支
援を行うため，外部の専門家や民間の協力が重要視されている。

住居が定まらない薬物事犯の保護観察又は更生緊急保護の対象者については，自立準備ホー
ムとして登録されたダルク等に宿泊場所の供与等を委託する取組に加えて，平成24年度から
は，薬物依存回復訓練も委託できるようになった。

また，全国の保護観察所では，覚せい剤等の自己使用によって受刑中の者の家族その他の引
受人を対象とした家族会・引受人会を実施している。講師等の協力者として，ダルク等の代表
者・スタッフ，精神保健福祉センター職員，医療機関の精神科医・職員，薬物依存症の専門家

（大学教授等）等の協力を得ている。
イ　民間協力者及び団体

（ア）篤志面接委員

篤志面接委員制度は，個々の受刑者や少年院在院者が抱えている精神的な悩みや，家庭，職
業，将来の生活設計等の問題について，篤志面接委員の助言・指導を求めて，その解決を図ろ
うとするものである。篤志面接委員は，矯正施設を訪問して，個人面接あるいはグループ面接
の形で活動している。活動内容は，被収容者からの精神的煩もんに対する面接指導，家庭・職
業等に関する相談，趣味・教養の指導，その他である。

（イ）教誨師

教誨師は，信仰を有する者，宗教を求める者及び宗教的関心を有する者の宗教的欲求を充足
し，宗教的自由を保障するための民間の篤志宗教家である。宗教教誨は，受刑者や少年院在院
者がその希望する宗教の教義に従って，信仰心を培い徳性を養うとともに，心情の安定を図
り，進んで更生の契機を得ることに役立たせようとするものである。

宗教教誨は，被収容者の個別的・自発的な希望により，個別に行われるもののほか，一人の
教誨師により複数の被収容者に対して集団的に行われるものがある。宗教上の儀式行事とし
て,各宗派において特別の意味を有する特定の日に教誨師が主宰して行われる説教，礼拝等が
あり，具体的には，彼岸会法要，盆会，クリスマス会，大祓等がある。

（ウ）BBS会

BBS会は，非行のある少年や悩みを持つ子供たちに，兄や姉のような立場で接しながら，
その立ち直りや成長を支援する活動等（BBS運動（Big Brothers and Sisters Movement））を
行う青年のボランティア団体である。
BBS運動の実践活動の一つであるともだち活動は，非行少年や地域社会において問題を抱
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えた少年の「ともだち」になることを通して，彼らの立ち直りを支援する活動である。また，
保護観察所が行う社会貢献活動・社会参加活動に参加，協力している。

（エ）更生保護女性会

更生保護女性会は，地域の犯罪予防や青少年の健全育成，犯罪者・非行少年の改善更生に協
力する女性ボランティアの団体である。

更生保護女性会の活動としては，刑事施設や少年院が行う行事への参加協力，更生保護施設
に入所中の者への更生支援，社会貢献活動・社会参加活動への参加協力等，犯罪者や非行少年
を直接的に援助する活動のほか，家庭や非行問題に関する座談会を開催するなど地域住民を対
象とした犯罪予防活動，子育て問題を取り上げたミニ集会の実施等の子育て支援活動等，女性
の立場から幅広い活動を展開している。

（オ）　その他の協力者

ⅰ　作業，職業補導関係

刑事施設においては，職業訓練のみならず，一般の作業においても，民間の作業提供企業の
作業指導員（技術指導者）の指導を受けている。また，刑事施設の職業訓練や少年院の院外委
嘱職業補導における応用実習等では，民間施設等の協力を得て実施しており，例えば，職業訓
練ホームヘルパー科では，民間の介護施設等を実習先としている。
ⅱ　医療，福祉関係

矯正施設においては，医師や医療スタッフが配置されているが，施設での対応が困難な場合
は，外部の専門医による診察を受けたり，外部の医療機関に移送して治療するなどの援助を受
けている。また，身体又は精神に障害があり基本的生活動作ができない被収容者に対する援助
等を行うため，介護福祉士及び作業療法士が，非常勤職員として一部施設に配置されている。

疾病や障害により，自立した生活を営むことが困難な受刑者や少年院在院者に対して，出所
又は出院後，円滑な福祉サービスにつなげる業務の充実を図るため，「精神保健福祉士」が平
成16年度から，「社会福祉士」が19年度から矯正施設に配置され，順次拡大してきている。
ⅲ　その他

刑事施設における改善指導，教科指導，クラブ活動等の指導や，少年院における教科教育，
クラブ活動等の特別活動等の指導については，それぞれの専門的知識を持った多様な民間協力
者からの協力を得て実施している。

矯正施設においては，被収容者に対する教育又はレクリエーションとして，音楽会等におけ
る歌手や音楽家の歌唱・演奏や，各種講演会におけるスポーツ選手等による講演等，民間の
人々の協力を得ているほか，被収容者の盆踊りや運動会では，地域の婦人会や地元の幼稚園に
参加してもらい，被収容者の情操教育の内容を豊富なものとしている。

家庭裁判所における少年保護の活動を援助する目的で設立されたボランティア団体である
「少年友の会」は，少年の付添人として，少年鑑別所に出向いて少年と面接し，心情の安定を
図るとともに，非行の背景事情を把握するなどしている。
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その他，更生した少年院出院者が他の少年院出院者の更生を支援する活動や，更生保護施設
入所者に対する医療等の支援活動など，新しい民間独自の活動も起こりつつある。

3　保護司及び受刑者・少年院在院者に対する意識調査
法務総合研究所は，刑務所出所者等の社会復帰における課題や必要とする支援を明らかにす

ることを目的として，保護司及び受刑者・少年院在院者に対する意識調査を実施した。

（1）保護司調査
ア　調査の概要

保護司調査は，事件担当の経験に基づいて，保護観察対象者が安定した就労及び住居を確保
する上での問題・課題，必要とされる支援内容，関係機関との連携，保護司活動上困難を感じ
ること等についての質問から構成された自記式の質問紙調査である。平成24年 1 月 1 日現在
在職中の保護司 4 万8,221人から無作為抽出した3,007人に対して同年 3 月中に郵送調査を
実施し，2,414人（回収率80.3%，回答者の平均年齢64.6歳）から回答が得られた。
イ　保護観察対象者の社会復帰上の課題

保護司から見た保護観察対象者の社会復帰上の課題と保護観察対象者が必要とする支援内容
に関して就労と住居の確保の問題に重点を置いて分析した。

（ア）就労の問題

7-3-1 -3 -1 図は，保護司が過去に担当したことがある保護観察対象者について，就労が安
定しない原因として，「仕事探し」，「採用」及び「就労継続」の各場面で直面する課題項目ご
との，「当てはまる者が多い」との回答の比率（以下「該当率」という。）を，成人・少年それ
ぞれについて見たものである。

保護司から見て，成人・少年とも，就労が安定しない原因として，職業観，粘り強さ・対人
関係能力，規則正しい生活習慣といった本人の資質や態度に問題があるとした項目の該当率が
高く，少年については，特に高い。

そのほか，求人・雇用情報や適切な公的支援へのアクセス及び技能・能力上の問題も該当率
が高い。また，該当率上位の項目ではないが，「前科や非行歴のために採用されない」の該当
率が成人で約 3 割，少年で約 2 割に上っている。
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7-3-1-3-1図　就労が安定しない原因 課題項目の該当率（成人・少年別）
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●3	 保護観察対象者の社会復帰上の課題
この項では，保護司調査結果のうち，保護司から見た保護観察対象者の社会復帰上の課題と保護観

察対象者が必要とする支援内容に関する部分を，再犯防止に向けて様々な施策が実施されている就労
と住居の確保の問題に重点を置いて分析し，保護観察対象者の社会復帰を指導監督，補導援護する立
場にある保護司の視点からの課題と対策を問題別に概観する。

（1）就労の問題
7-3-1-3-1 図は，保護司が過去に担当したことがある保護観察対象者について，就労が安定しな

い原因として，「仕事探し」，「採用」及び「就労継続」の各場面で直面する課題項目ごとの，「当ては
まる者が多い」との回答の比率（以下この項において「該当率」という。無回答及び重複回答を除い
た比率であり，特に断らない限り，以下この節における構成比，比率又は割合に関する記載も同様で
ある。）及び該当率が高い課題項目に係る回答状況を，成人（仮釈放者及び保護観察付執行猶予者を
いう。以下この項において同じ。）・少年（保護観察処分少年及び少年院仮退院者をいう。以下この項
において同じ。）それぞれについて見たものである。

7−3−1−3−1 図 就労が安定しない原因 課題項目の該当率（成人・少年別）

①　該当率（全体）
場面 課　題　項　目 成　人 少　年

仕
事
探
し

ア　就職しようという意欲がない，又は乏しい （1,770）〔1,842〕 23.7 31.7
イ　求人・雇用情報や自分の問題に合った公的支援を見つけることが

できない （1,750）〔1,825〕 41.9 51.6

ウ　楽な仕事，割の良い仕事を求めるなど，職業観に問題がある （1,760）〔1,835〕 40.5 51.5
エ　家庭の事情（例 親の介護）がある，又は，家庭に問題があるた

めに，仕事を落ち着いて探すことができない （1,775）〔1,845〕 13.9 19.2

オ　年齢や病気等，やむを得ない事情のために働き口がない （1,762）〔1,826〕 27.2 13.2
カ　職業紹介を受けるための行動に出ない （1,756）〔1,816〕 29.7 40.3

採
用

キ　技能・能力不足のために採用されない （1,765）〔1,845〕 35.1 41.2
ク　資格・学歴不足のために採用されない （1,766）〔1,842〕 32.4 40.6
ケ　社会人としてのマナーや勤務姿勢に問題があり採用されない （1,777）〔1,848〕 30.2 43.7
コ　前科や非行歴のために採用されない （1,766）〔1,839〕 31.2 21.3
サ　身元保証人がいないために採用されない （1,752）〔1,825〕 19.0 12.4
シ　経営難等，雇用主側の理由で採用されない （1,757）〔1,827〕 31.6 28.1

就
労
継
続

ス　前科や非行歴のために，同僚や職場の理解が得られず就労を継続
できない （1,747）〔1,822〕 18.7 17.2

セ　粘り強さや対人関係能力等，資質に問題があり就労を継続できない（1,753）〔1,833〕 47.5 59.4
ソ　規則正しい生活ができず，就労を継続できない （1,759）〔1,835〕 33.5 53.8
タ　経営難等，雇用主側の理由で就労を継続できない （1,762）〔1,830〕 19.0 16.9
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②　該当率が高い課題項目の回答状況（成人） ③　該当率が高い課題項目の回答状況（少年）
仕事探し 仕事探し

採用 採用

就労継続 就労継続

41.9

40.5

43.7

48.1

14.4

11.5

51.6

51.5

32.8

37.9

15.7

10.6

35.1

32.4

39.5

42.9

25.4

24.7

43.7

41.2

33.3

35.2

23.0

23.5

47.5

33.5

34.5

48.2

18.0

18.3

59.4

53.8

27.1

32.7

13.5

13.5

当てはまる者が多い 当てはまらない者が多い わからない

情報・支援へのアクセス
（1,750）

職 業 観
（1,760）

技 能 ・ 能 力
（1,765）

資 格 ・ 学 歴
（1,766）

対 人 関 係 能 力 等
（1,753）

生 活 習 慣
（1,759）

情報・支援へのアクセス
（1,825）

職 業 観
（1,835）

マ ナ ー・勤 務 姿 勢
（1,848）

技 能 ・ 能 力
（1,845）

対 人 関 係 能 力 等
（1,833）

生 活 習 慣
（1,835）

イ イ

ウ ウ

キ ケ

セ　 セ　

ソ ソ　

ク　 キ　

注　１　法務総合研究所の調査による。
２　重複回答及び無回答の者を除く。
３　「該当率」は，「当てはまる者が多い」との回答の比率である。
４　成人又は少年の保護観察事件の担当経験がある保護司に，それぞれ，成人又は少年に関する回答を求めた。
５　①の（　）内は，成人の保護観察対象者について，〔　〕内は，少年の保護観察対象者についての回答数である。
６　②，③の（　）内は，各保護観察対象者についての回答数である。
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7-3 -1 -3 -2 図は，安定した就労のために必要な支援内容ごとの「特に必要」の選択率を見
たものである。

7-3-1-3-2図　就労安定のための支援「特に必要」の選択率（成人・少年別）
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7−3−1−3−2図 就労安定のための支援「特に必要」の選択率（成人・少年別）

①　「特に必要」の選択率（全体）
項　　　　　　　目 成人 少年

ア　保護観察終了者や満期出所者も受けられる公的機関による相談等の
支援 （2,237）〔2,270〕 56.8 57.4

イ　高校等の卒業認定資格や，就労に関連した技能，資格・免許の取得
支援 （2,233）〔2,276〕 38.0 56.8

ウ　社会人としてのマナーや勤務姿勢の指導 （2,248）〔2,286〕 38.8 58.2
エ　仕事や就労支援に関する情報の提供 （2,244）〔2,282〕 52.7 51.7
オ　職場体験や身元保証等の公的支援制度 （2,235）〔2,280〕 36.1 39.6
カ　ジョブコーチ制度等，就労初期段階における職場適応のための支援（2,203）〔2,245〕 24.0 33.6
キ　起業（例 職人としての独り立ち，新規就農）の際の経済的支援 （2,227）〔2,263〕 20.8 16.3
ク　雇用主に対する経済的な補助・支援（例 補助金，税制優遇） （2,235）〔2,269〕 38.2 38.9
ケ　保護観察対象者等を雇用し，又は一緒に働くことに対する，雇用主

や同僚等の理解 （2,242）〔2,274〕 58.6 63.8

コ　家族や保護者の監督・協力や支え・励まし （2,245）〔2,283〕 63.3 80.6

②　「特に必要」の選択率が高い項目の
　回答状況（成人）

③　「特に必要」の選択率が高い項目の
　回答状況（少年）
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52.7

38.8

38.2
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34.5
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47.0
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12.6

15.6
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0.9

0.5

1.6

3.5

80.6

63.8

58.2

57.4

56.8

51.7

17.4

30.2

35.5

34.9

35.7

42.2

1.8

5.2

5.4

6.8

6.6

5.6

0.2

0.8

0.9

0.9

0.9

0.6

特に必要 やや必要 あまり必要ない 必要ない

保護観察終了者等も受
けられる公的相談等支援

（2,237）

雇用主や同僚等の理解
（2,242）

家 族・保 護 者 の
監 督 等 協 力

（2,245）

就労支援等の情報提供
（2,244）

マナー・勤務姿勢指導
（2,248）

雇 用 主 へ の 経 済 的
補 助 ・ 支 援

（2,235）

マナー・勤務姿勢指導
（2,286）

雇用主や同僚等の理解
（2,274）

家 族・保 護 者 の
監 督 等 協 力

（2,283）

保護観察終了者等も受
けられる公的相談等支援

（2,270）

資格・技能等取得支援
（2,276）

就労支援等の情報提供
（2,282）

コ

ケ　

ア　

エ　

ウ　

ク　

ケ　

コ　

ウ　

ア　

イ　

エ　

注　１　法務総合研究所の調査による。
２　重複回答及び無回答の者を除く。
３　①の（　）内は，成人の保護観察対象者等について，〔　〕内は，少年の保護観察対象者等についての回答数である。
４　②，③の（　）内は，各保護観察対象者等についての回答数である。

就労を安定させるための支援策として保護司に示した10の項目の中では，成人に対しても，少年
に対しても，「家族や保護者の監督・協力や支え・励まし」と「保護観察対象者を雇用し，又は一緒
に働くことに対する，雇用主や同僚等の理解」について「特に必要」を選択した比率が非常に高く，
特に，少年に関しては，「家族や保護者の監督・協力や支え・励まし」が「特に必要」と回答した保
護司は 8割を超えている。少年については，「社会人としてのマナーや勤務姿勢の指導」がこれらに
次いで上位を占め，成人と比べ，こうした指導の必要性を認識している保護司がより多い。そのほ
か，多種の課題に対する支援策となり得る「保護観察終了者や満期出所者も受けられる公的機関によ
る相談等の支援」や「仕事や就労支援に関する情報の提供」を「特に必要」とする回答が，成人・少
年とも過半数を占め，全体的に，保護観察対象者の安定就労を阻む原因として該当率が高かった前記
の課題と対応していることが認められる。さらに，7-3-1-3-1 図の就労が安定しない原因を尋ねた
各項目で「当てはまる者が多い」を選択した保護司の群による就労安定のための支援策に関する項目
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②　「特に必要」の選択率が高い項目の
　回答状況（成人）

③　「特に必要」の選択率が高い項目の
　回答状況（少年）
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注　１　法務総合研究所の調査による。
２　重複回答及び無回答の者を除く。
３　①の（　）内は，成人の保護観察対象者等について，〔　〕内は，少年の保護観察対象者等についての回答数である。
４　②，③の（　）内は，各保護観察対象者等についての回答数である。

就労を安定させるための支援策として保護司に示した10の項目の中では，成人に対しても，
少年に対しても，「家族や保護者の監督・協力や支え・励まし」と「保護観察対象者を雇用し，
又は一緒に働くことに対する，雇用主や同僚等の理解」について「特に必要」を選択した比率
が高く，特に，少年に関しては，「家族や保護者の監督・協力や支え・励まし」が「特に必要」
と回答した保護司は 8 割を超えている。少年については，「社会人としてのマナーや勤務姿勢
の指導」がこれらに次いで上位を占め，こうした指導の必要性を認識している保護司が多い。
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（イ）住居の問題

7-3-1 -3 -3 図は，保護司が過去に担当したことがある保護観察対象者について，住居が安
定しない原因として，「住み続ける」，「新たに住居を確保する」の各場面において直面する課
題項目ごとの該当率を，7-3 -1 -3 -4 図は，安定した住居の確保のため，今後必要な支援内容
ごとの「特に必要」の選択率を見たものである。

7-3-1-3-3図　住居が安定しない原因 課題項目の該当率（成人・少年別）
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の回答を，それぞれの項目で「当てはまる者が多い」を選択しなかった群の回答と比較すると，例え
ば，「技能・能力不足」の問題に対する「高校等の卒業認定資格や，就労に関連した技能，資格・免
許の取得支援」（成人47.5％，少年66.2％，比較対照群ではそれぞれ32.7％，48.6％）や「社会人
としてのマナー・勤務姿勢」の問題に対する「社会人としてのマナー・勤務姿勢の指導」（成人
56.1％，少年72.5％，比較対照群ではそれぞれ29.1％，45.1％）等，それぞれの課題に対応する支
援内容に「特に必要」を選択した比率が高い傾向にあり，保護司が問題性に応じた支援の必要性をよ
り明確に認識していることがうかがえる。

（2）住居の問題
7-3-1-3-3 図は，保護司が過去に担当したことがある保護観察対象者について，住居が安定しな

い原因として，「住み続ける」，「新たに住居を確保する」の各場面において直面する課題項目ごとの
該当率及び該当率が高い課題項目に係る回答状況を，成人・少年それぞれについて見たものであり，
7-3-1-3-4 図は，安定した住居の確保のため，今後必要な支援内容ごとの「特に必要」の選択率及
びこの比率が高い支援項目に係る回答状況を見たものである。

7−3−1−3−3 図 住居が安定しない原因 課題項目の該当率（成人・少年別）

①　該当率（全体）
場面 課　題　項　目 成人 少年

住
み
続
け
る

ア　本人の資質に問題があり，家族のもとに住み続けられない （1,777）〔1,878〕 37.0 30.3
イ　家族の側に問題があり，家族のもとに住み続けられない （1,772）〔1,871〕 22.8 29.9
ウ　近隣住民等とのトラブルのために住み続けられない （1,779）〔1,878〕 8.5 5.9
エ　前科や非行歴のために，退去等を求められる （1,779）〔1,878〕 4.8 3.0
オ　家賃を払えないなどの経済的な原因で住み続けられない （1,773）〔1,869〕 17.5 10.4

新
た
に
住
居
を
確
保
す
る

カ　賃貸情報や自分の問題に合った支援を見つけることができない （1,769）〔1,865〕 18.4 20.9
キ　保証人や契約・入居時に必要なお金がないため，住居の賃貸借契
約や寮の入居等を断られる （1,773）〔1,867〕 22.5 18.5

ク　年齢や病気のために，住居の賃貸借契約や寮の入居等を断られる（1,775）〔1,868〕 8.9 5.8
ケ　前科や非行歴のために，住居の賃貸借契約や寮の入居等を断られる（1,771）〔1,867〕 9.9 7.6
コ　言葉遣い，身なりや態度等に問題があり，住居の賃貸借契約や寮
の入居等を断られる （1,775）〔1,869〕 9.6 11.8
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②　該当率の高い課題項目の回答状況（成人） ③　該当率の高い課題項目の回答状況（少年）

住み続ける 住み続ける

新たに住居を確保する 新たに住居を確保する

30.3

29.9

10.4

59.7

57.1

64.3

10.0

13.0

25.3

37.0

22.8

17.5

50.7

59.7

58.4

12.3

17.6

24.1

22.5

18.4

44.8

51.7

32.7

29.9

20.9

18.5

47.3

47.3

31.8

34.1

当てはまる者が多い 当てはまらない者が多い わからない

本人の資質に問題がある
（1,777）

家 族 に 問 題 が あ る
（1,772）

経済的な問題がある
（1,773）

保 証 人 が い な い・
経 済 的 問 題 等

（1,773）
賃 貸 情 報 や 支 援 を
見 つ け ら れ な い

（1,769）

本人の資質に問題がある
（1,878）

家 族 に 問 題 が あ る
（1,871）

経済的な問題がある
（1,869）

賃 貸 情 報 や 支 援 を
見 つ け ら れ な い

（1,865）
保 証 人 が い な い・
経 済 的 問 題 等

（1,867）

ア　

イ　

オ　

キ　

カ　

ア　

イ　

オ　

カ　

キ　

注　１　法務総合研究所の調査による。
２　重複回答及び無回答の者を除く。
３　「該当率」は，「当てはまる者が多い」との回答の比率である。
４　成人又は少年の保護観察事件の担当経験がある保護司に，それぞれ，成人又は少年に関する回答を求めた。
５　①の（　）内は，成人の保護観察対象者について，〔　〕内は，少年の保護観察対象者についての回答数である。
６　②，③の（　）内は，各保護観察対象者についての回答数である。
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7-3-1-3-4図　住居安定のための支援「特に必要」の選択率（成人・少年別）
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②　該当率の高い課題項目の回答状況（成人） ③　該当率の高い課題項目の回答状況（少年）

住み続ける 住み続ける

新たに住居を確保する 新たに住居を確保する
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18.4

44.8

51.7

32.7
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20.9

18.5

47.3
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31.8

34.1

当てはまる者が多い 当てはまらない者が多い わからない

本人の資質に問題がある
（1,777）

家 族 に 問 題 が あ る
（1,772）

経済的な問題がある
（1,773）

保 証 人 が い な い・
経 済 的 問 題 等

（1,773）
賃 貸 情 報 や 支 援 を
見 つ け ら れ な い

（1,769）

本人の資質に問題がある
（1,878）

家 族 に 問 題 が あ る
（1,871）

経済的な問題がある
（1,869）

賃 貸 情 報 や 支 援 を
見 つ け ら れ な い

（1,865）
保 証 人 が い な い・
経 済 的 問 題 等

（1,867）

ア　

イ　

オ　

キ　

カ　

ア　

イ　

オ　

カ　

キ　

注　１　法務総合研究所の調査による。
２　重複回答及び無回答の者を除く。
３　「該当率」は，「当てはまる者が多い」との回答の比率である。
４　成人又は少年の保護観察事件の担当経験がある保護司に，それぞれ，成人又は少年に関する回答を求めた。
５　①の（　）内は，成人の保護観察対象者について，〔　〕内は，少年の保護観察対象者についての回答数である。
６　②，③の（　）内は，各保護観察対象者についての回答数である。

7−3−1−3−4図 住居安定のための支援「特に必要」の選択率（成人・少年別）

①　「特に必要」の選択率（全体）
項　　　　　　　目 成　人 少　年

ア　保護観察終了者や満期出所者も受けられる公的機関による相談等
の支援 （2,264）〔2,302〕 49.7 48.3

イ　住居確保支援に関する情報の提供 （2,262）〔2,291〕 34.7 27.5
ウ　失業や病気のときの一時的な経済的援助 （2,257）〔2,292〕 40.2 30.1
エ　安定した住居を得られるまでの一時的な住居の提供 （2,262）〔2,293〕 40.4 32.8
オ　家族関係の調整や改善 （2,264）〔2,305〕 31.2 44.3
カ　前科や非行歴のある者が生活することへの近隣住民の理解 （2,267）〔2,304〕 24.3 24.7
キ　住居提供（賃貸）に対する経済的な補助・支援（例 補助金， 

税制優遇） （2,263）〔2,298〕 20.9 16.7

ク　賃貸借契約や入居に必要な資金の融資 （2,260）〔2,298〕 17.8 13.2
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②　「特に必要」の選択率の高い項目の
　回答状況（成人）

③　「特に必要」の選択率の高い項目の
　回答状況（少年）
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40.4

40.2

34.7
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41.9

44.7

46.6

50.2

49.2

7.1

12.4
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13.4

17.5

1.2

2.5

2.3

1.8

2.1

48.3

44.3

32.8

30.1

27.5

38.7

42.1

44.7

49.0

48.1

11.3

11.9

18.7

16.8

21.2

1.7

1.7

3.8

4.0

3.2

特に必要 やや必要 あまり必要ない 必要ない

保護観察終了者等も受
けられる公的相談等支援

（2,264）

一時的な住居の提供
（2,262）

失 業・病 気 時 の
一 時 的 経 済 援 助

（2,257）

情 報 提 供
（2,262）

家族関係の調整・改善
（2,264）

保護観察終了者等も受
けられる公的相談等支援

（2,302）

家族関係の調整・改善
（2,305）

一時的な住居の提供
（2,293）

失 業・病 気 時 の
一 時 的 経 済 援 助

（2,292）

情 報 提 供
（2,291）

ア　

エ　

ウ　

イ

オ　 イ

ウ　

エ　

オ　

ア　

注　１　法務総合研究所の調査による。
２　重複回答及び無回答の者を除く。
３　①の（　）内は，成人の保護観察対象者等について，〔　〕内は，少年の保護観察対象者等についての回答数である。
４　②，③の（　）内は，各保護観察対象者等についての回答数である。

保護観察対象者の住居確保においては，いずれの課題項目も該当率は高くなく，また，今後
住居の安定のために必要な支援内容の「特に必要」の選択率はいずれも 5 割に満たない。保
護観察対象者の多くは，保護観察開始時に住居・引受先が確保されているため，住居確保自体
に困難を抱える者が必ずしも多くないことが反映されているものと思われる。

そこで，安定した住居が確保できない原因として，「当てはまる者が多い」と回答した項目
が複数あった保護司，すなわち，安定した住居の確保に課題があった保護観察対象者を担当し
た経験がある保護司の回答を見たところ，「当てはまる者が多い」との回答が多い保護司ほど，

「特に必要」の選択率が高くなる傾向が見られた。
ウ　保護司活動と官民協働

ここでは，保護司から見た関係機関・民間団体との連携の状況や保護司活動に対する意識に
関して分析した。
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（ア）関係機関との連携

7-3-1-4-1図　保護観察処遇における関係機関・民間団体との連携状況・重要性
①　連携状況・重要性

連携をよく取っており，特に重要＋連携をよく取っている
連携はあまり取っていないが，今後重要
その他

学 校 （ 小 ・ 中 ・ 高 ）
（2,349）

BBS会 や 更 生 保 護 女 性 会
（2,341）

保 護 司 自 身 の 知 人 等
（2,343）

協 力 雇 用 主 （ 会 ）
（2,349）

更 生 保 護 施 設
（2,331）

社 会 福 祉 協 議 会
（2,336）

刑事施設・少年院・少年鑑別所
（2,335）

ハ ロ ー ワ ー ク
（2,338）

町（内）会・自 治 会 等
（2,344）

出所者等支援や福祉支援を行う
社 会 福 祉 法 人・NPO法 人

（2,342）
人 権 擁 護 委 員（そ の 団 体）

（2,343）

自 助 グ ル ー プ 等
（2,338）

精神保健福祉センターや病院
（2,333）

暴力追放運動推進センター
（2,324）

弁 護 士（会）・法 テ ラ ス
（2,337）

被 害 者 支 援 団 体
（2,340）

警 察（交 番・駐 在 所 等）
（2,340）

民生・児童委員（その団体）
（2,351）

地方自治体の福祉等の関係部門
（2,329）

47.3 44.4 8.3 

44.3 39.4 16.3 

33.9 55.0 11.1 

33.8 30.4 35.8 

32.3 57.1 10.6 

28.4 55.8 15.7 

26.6 55.1 18.3 

26.3 51.2 22.5 

21.0 43.2 35.8 

18.7 59.4 21.8 

18.4 66.6 15.0 

17.4 40.2 42.4 

10.7 66.9 22.4 

10.2 52.3 37.6 

8.5 62.0 29.5 

8.0 59.2 32.8 

8.0 55.5 36.6 

4.4 51.9 43.7 

3.5 
51.5 45.0 

②　連携はあまり取っていないが，今後連携を取ることが重要な関係機関・民間団体
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28.4

8.0
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21.8

32.8

10.6

15.7

36.6

連携はあまり取っていないが，今後重要
連携をよく取っており，特に重要＋連携をよく取っている
その他

出所者等支援や福祉支援を行う
社 会 福 祉 法 人・NPO法 人

（2,342）
ハ ロ ー ワ ー ク

（2,338）

自 助 グ ル ー プ 等
（2,338）

刑事施設・少年院・少年鑑別所
（2,335）

精神保健福祉センターや病院
（2,333）

協 力 雇 用 主 （ 会 ）
（2,349）

更 生 保 護 施 設
（2,331）

暴力追放運動推進センター
（2,324）
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学校，地方自治体の福祉部門等，矯正施設，病院，ハローワーク（公共職業安定所）等19
種類の関係機関・民間団体について，それぞれ，「保護観察対象者の指導や援助において，連
携の現状や重要性をどのようにお考えですか」と質問し，四つの選択肢，「連携をよく取って
おり，特に重要」，「連携をよく取っている」，「連携はあまり取っていないが，今後重要」及び

「それ以外（重要でない，分からない等）」から一つを選択してもらった。7-3 -1 -4 -1 図①は，
「連携をよく取っており，特に重要」又は「連携をよく取っている」が選択された比率が高い
項目の順に示したものである。

最上位は「学校（小・中・高）」であり，以下，「BBS会や更生保護女性会」，「地方自治体
の福祉等の関係部門」，「保護司自身の知人等」，「協力雇用主（会）」と続き，学校，地域行政
機関及び更生保護関連団体との連携がよく取られていることが分かる。7-3 -1 -4 -1 図②は，

「連携はあまり取っていないが，今後重要」と答えた保護司が占める比率が高い項目を上から
順に示したものであり，上位三つは，「出所者等支援や福祉支援を行う社会福祉法人・NPO法
人（特定非営利活動法人）」，「ハローワーク」，「自助グループ等」であった。

（イ）保護司活動に対する意識

7-3-1-4-3図　保護司活動を通して感じること
①　保護観察対象者の処遇に関すること

②　保護司活動のやりがいや負担感に関すること

47.3

54.5

31.9

23.5

17.7

13.5

42.7

50.1

67.5 17.4 15.1

71.4 13.7 15.0

61.1 22.2 16.8

40.8 36.5 22.7

27.4 54.6 17.9

74.9 8.2 16.9

51.5 29.5 19.0

48.3 27.8 23.9

34.9

32.0

25.5

26.5

そう思う そう思わない どちらでもない

絡 み 合 う 複 数 の 問 題 を 抱 え る
対 象 者 の 対 応 が 難 し い

（2,322）
高齢者，障害者等専門的知識をもって
処遇すべき対象者の対応が難しい

（2,318）
助言や支援を必要とする家族や
保 護 者 が 増 え て い る

（2,325）
粗野な態度の対象者等の対応に
不 安 を 感 じ る こ と が あ る

（2,321）

複数の保護司で担当できるとよい
（2,330）

被 害 者 へ の 謝 罪 や 弁 償 等 を
橋 渡 し で き る 機 関 等 が 必 要

（2,331）
地域のつながりが薄れてきていて，
活動に協力を求めることが難しい

（2,336）
罪 を 犯 し た 者 に 対 す る，
社 会 の 目 が 厳 し く な っ て い る

（2,337）

社 会 の 役 に 立 っ て い る
と い う 充 実 感 が あ る

（2,335）
対 象 者 の 更 生 に 役 立 っ て い る
と い う 充 実 感 が あ る

（2,328）
精神的，経済的あるいは時間的な
負 担 が 大 き す ぎ る

（2,337）

保護司の家族の負担感が大きい
（2,336）

注　１　法務総合研究所の調査による。
２　重複回答及び無回答の者を除く。
３　（　）内は，有効回答数である。
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保護司活動を通じて感じることとして，①保護観察対象者の処遇に関すること，②保護司活
動のやりがいや負担感に関することについて問い，それぞれ，「そう思う」，「そう思わない」
及び「どちらでもない」の三つの選択肢により回答を求めた主な結果は，7-3 -1 -4 -3 図のと
おりである。

保護観察対象者の処遇に関する項目の回答を見ると，謝罪や弁償の指導の観点から，被害者
へ橋渡しできる機関等が必要と考えている保護司が多いことがうかがえるほか，専門的知識を
持って処遇すべき保護観察対象者の対応や複数の問題を抱える保護観察対象者の対応に困難を
感じている保護司が多いことや，助言や支援を必要とする保護観察対象者の家族や保護者が増
えていると認識している保護司が多いことが分かる。

また，保護司活動のやりがいや負担感に関する項目からは，約半数の保護司が，保護観察対
象者の更生に役立っている，社会の役に立っているという充実感があると答えている一方，充
実感を得ていない保護司も 2 割弱見られ，また，自身及び家族の負担を認識している保護司
も少なくないことが分かる。

（2）受刑者調査及び在院者調査
ア　調査の概要

受刑者調査及び在院者調査は，受刑者・在院者の入所・入院前 1～2 年の間（以下「本件犯
行等前」といい，それぞれの入所・入院の原因となった犯行・非行を「本件犯行等」という。）
における就労，住居その他の問題とこれらへの対応状況及び出所・出院後に調査対象者が直面
すると考えられる課題と必要な支援内容等についての質問から構成された自記式の質問紙調査
等である。
イ　調査対象者

① 　受刑者調査：平成24年 3 月 1 日から31日までに全国の刑事施設から出所する受刑者
2,306人のうち，調査票への回答に同意した受刑者1,729人（回収率75.0％，回答者の
平均年齢44.2歳）

② 　在院者調査：平成24年 3 月 1 日から31日までに全国の少年院を出院する在院者286
人のうち，調査票への回答に同意した在院者277人（回収率96.9％，回答者の平均年齢
17.6歳）

（ア）受刑者調査

受刑者の属性に関する分析を行った結果は，以下のとおりである。
年齢層別に入所度数別構成比を見たところ，年齢層が上がるにつれて，入所度数 1 度の割合

が低下し，3 度以上の割合が上昇する傾向にある。年齢層別に出所事由別構成比を見たところ，
年齢層が上がるにつれて，満期釈放の割合が上昇し，仮釈放の割合が低下する傾向にある。

帰住先について男女別に見たところ，男子では帰住先不明等（帰住先が不明，帰住先が暴力
団のもと，入国管理局への身柄引渡し等をいう。以下同じ。）が 2 割強を占め，女子では家
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族・親族のもとへの帰住が 6 割強を占めた。入所度数別に見たところ，入所度数の増加に伴
い，父母のもとへ帰住する割合が低下し，帰住先不明等の割合が上昇した。年齢層別に見たと
ころ，年齢層が上がるにつれて，帰住先不明等の割合が高くなった。犯罪傾向別に見たとこ
ろ，犯罪傾向が進んだB指標の者において，帰住先不明等の割合が高く，家族・親族が占める
割合が低くなった。出所事由別に見たところ，仮釈放者は，帰住先として家族・親族が高い割
合を占めている一方，満期釈放者の場合は，帰住先不明等がおおむね半数を占めている。

（イ）在院者調査

在院者については，出院時の引受人の別で，在院者の男女別，保護処分歴別及び入院時の保
護者別に比較を行った。

男女別に出院時の引受人を見たところ，男女ともに家族（義父（母），養父（母）を含む。）
が約 9 割を占めている。保護処分歴別に出院時の引受人を見たところ，保護処分歴により大
きな差は見られないが，少年院送致歴がある者は，更生保護施設・保護司が出院時の引受人と
なった割合が8.1％あった。また，入院時の保護者と出院時の引受人が異なる場合が一定割合
あった。
ウ　受刑者・在院者の社会復帰上の課題

（ア）概観

受刑者・在院者が入所・入院前にどのような問題があってどのように対応したかを踏まえつ
つ，出所・出院に向けた社会復帰上の課題と必要とされる支援について分析した。
ⅰ　入所・入院前の問題

7-3 -2 -3 -1 図は，受刑者・在院者が，本件犯行等前にどのような問題があったか（複数回
答による。）を見たものである。大多数が犯罪・非行に至る前に就労，住居，不良交友，薬
物・飲酒，経済的困窮，対人関係等の問題を抱えていた。また，住居の問題を選択した受刑者
の89.8％が就労の問題を選択しており，住居に関する問題があった者は，そのほとんどが就
労上の問題も抱えていたといえる。

7-3-2-3-1図　本件犯行等前の問題
①　受刑者 ②　在院者

39.0

37.2

33.6

32.9

29.8

27.3

26.1

15.8

9.2

18.7

0 20 40 60 80 100
（％）

82.7

54.5

51.3

49.1

37.5

31.4

25.6

22.4

20.2

14.8

0 20 40 60 80 100
（％）

安定収入なし・借金あり等　（674）

就労なし　（643）

薬物使用・過度の飲酒　（581）

家族等・交際相手との関係に問題　（568）

就労不安定　（515）

競馬等の賭け事やパチンコ　（472）

暴力団や犯罪を繰り返す人たちと関係　（452）

安定した住居なし　（274）

職場・近隣での人間関係に問題　（159）

その他の深刻な問題　（323）

暴力団・暴走族や不良仲間と関係　（229）

家族との関係に問題　（151）

学校生活に問題　（142）

就労不安定　（136）

就労なし　（104）

安定した住居なし　（87）

生活困窮　（71）

薬物使用　（62）

職場・近隣での人間関係に問題　（56）

その他の深刻な問題　（41）

注　１　法務総合研究所の調査による。
２　受刑者と在院者のそれぞれに占める各項目を選択（複数回答による。）した者の比率である。
３　（　）内は，回答数である。
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ⅱ　出所・出院を控えた気持ち

7-3-2 -3 -2 図は，受刑者・在院者の出所・出院を控えての気持ちを見たものである。
ほとんどが，出所・出院に当たり，二度と犯罪はせず，仕事に就いて，規則正しい生活を送

ろうと更生を決意している反面，半数以上が職場・学校，地域から受け入れてもらえるか不安
を抱いており，受刑者の半数以上が仕事を見つけて生活できるか不安を感じていることがうか
がわれる。

7-3-2-3-2図　刑事施設出所・少年院出院を控えた気持ち

①　受刑者 ②　在院者

25.5

28.6

35.0

77.8

84.9

23.0

25.1

21.3

9.5

7.1

17.1

17.5

15.8

6.3

4.0

34.5

28.8

27.9

6.3

4.0

当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 当てはまらない

12.3

28.6

96.8

96.8

17.4

33.0

2.9

2.9

20.7

16.3

0.4

0.4

49.6

22.1

家族や交際相手に受け入れて
もらえるか不安だ

職場や地域に受け入れて
もらえるか不安だ

出所後に仕事を見つけて
生活ができるか不安だ

出所後はきちんと仕事をして
規則正しい生活を送りたい

もう二度と犯罪はしない

（1,616）

（1,618）

（1,615）

（1,625）

（1,630）

家族に受け入れて
もらえるか不安だ

学校・職場や地域に受け入れて
もらえるか不安だ

仕事をしたり，学校に通ったりして
規則正しい生活を送りたい

もう二度と非行はしない

（276）

（276）

（277）

（277）

注　１　法務総合研究所の調査による。
２　重複回答及び無回答の者を除く。
３　②の「仕事をしたり，学校に通ったりして規則正しい生活を送りたい」及び「もう二度と非行はしない」について，「当てはまらな
い」と回答した在院者は0人であった。

４　（　）内は，回答数である。

（イ）　就労・収入の問題

ⅰ　過去の問題における対応

7-3-2-3-3図　本件犯行等前における就労・収入に関する問題状況

①　全体 ②　男女別

ア　受刑者

イ　在院者

32.5
10.8

22.0 34.8

39.2 8.7 26.0 26.0

32.0

38.3

10.4

15.0

22.0

21.7

35.6

25.0

40.7

27.6

8.9

6.9

23.3

48.3

27.1

17.2

受刑者 （1,559）

在院者 （265）

男　子 （1,439）

女　子 （120）

男　子 （236）

女　子 （29）

問題はなかった
問題はあったが，解決できた
問題だと思わなかった
問題があり，解決できなかった

注　１　法務総合研究所の調査による。
２　重複回答及び無回答の者を除く。
３　（　）内は，回答数である。
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7-3 -2 -3 -3 図は，就労・収入に関する本件犯行等前の問題状況を見たものである。
この設問では，本件犯行等前の期間，安定した仕事や収入の確保についての問題の有無や，

その問題が解決できたかなどについて質問した。同期間中，「安定した仕事や収入はなかった
が，問題だと思わなかった」，つまり，不安定就労等に問題意識のなかった者が受刑者・在院
者とも 2 割を超える。

さらに，本件犯行等時に無職であった者の回答を分析したところ，日雇いや短期アルバイト
等不安定な就労状況にあっても，それを「不安定」と捉えなかったり，問題と考えないなど，
就労状況等に関する認識の在り方に問題があった者が相当数いることがうかがわれる。
ⅱ　出所・出院後の問題と必要な支援

7-3-2 -3 -6 図は，受刑者・在院者（就労に関する問題がないと答えた者を除く。）が出所・
出院後の就労の安定のために必要と考える支援を見たものである。

7-3-2-3-6図　刑事施設出所・少年院出院後の就労の安定のために必要な支援

①　受刑者 ②　在院者

63.1

49.8

29.2

42.9

63.7

64.0

48.9

40.5

48.3

53.9

28.3

19.4

24.0

30.5

22.3

17.2

20.6

27.4

25.2

28.7

26.7

18.7

10.8

16.3

27.6

20.0

11.8

10.9

16.3

22.3

14.9

12.4

27.6

6.8

9.9

12.8

14.8

7.3

4.5

7.5

12.0

8.1

7.0

25.4

27.7

27.2

34.0

64.2

22.3

28.4

40.5

20.3

64.6

58.5

15.4

37.8

33.3

31.3

24.3

29.1

33.1

31.8

27.7

19.0

26.5

9.6

20.9

29.3

25.9

7.4

25.0

22.3

18.2

30.4

9.5

11.6

25.7

13.5

10.2

8.8

4.1

23.6

16.2

9.5

21.6

6.8

3.4

49.3

ア　保護観察終了者等も利用できる
　　公的相談等支援 （780）

イ　体験就労や就労のための保証人紹介等
　　　 （775）

ウ　マナー・勤務姿勢等の指導・助言等
　　 （775）

エ　高校卒業認定資格，就職に役立つ
　　技術・資格取得支援 （770）

オ　就職活動に最低限必要な資金・物等の
　　一時貸付 （779）

カ　自分の問題に合った支援に何があるか
　　を教えてくれること （773）

キ　職場でのトラブル・解雇等の問題の際
　　の必要な支援への橋渡し （775）

ク　インターネット・携帯電話等を利用
　　した匿名での情報収集・相談 （775）

ケ　仕事・職場の悩みを気軽に相談等
　　できる相手 （774）

コ　職場の上司・同僚による理解と受入れ
　　　 （772）

サ　その他の就労安定のための支援
　　 （702）

ア　保護観察終了者等も利用できる
　　公的相談等支援 （148）

イ　体験就労や就労のための保証人紹介等
　　　 （147）

ウ　マナー・勤務姿勢等の指導・助言等
　　 （147）

エ　高校卒業認定資格，就職に役立つ
　　技術・資格取得支援 （148）

オ　就職活動に最低限必要な資金・物等の
　　一時貸付 （148）

カ　自分の問題に合った支援に何があるか
　　を教えてくれること （148）

キ　職場でのトラブル・解雇等の問題の際
　　の必要な支援への橋渡し （148）

ク　インターネット・携帯電話等を利用
　　した匿名での情報収集・相談 （148）

ケ　仕事・職場の悩みを気軽に相談等
　　できる相手 （147）

コ　職場の上司・同僚による理解と受入れ
　　 （147）

サ　その他の就労安定のための支援
　　 （136）

必要 やや必要 あまり必要ない 必要ない

注　１　法務総合研究所の調査による。
２　重複回答及び無回答の者を除く。
３　「就労に関する問題はない」と回答した受刑者715人及び在院者108人を除く。
４　（　）内は，回答数である。
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「必要」又は「やや必要」の回答比率は，総じて，受刑者の方が高い。特に，「自分の問題に
合った支援に何があるかを教えてくれること」，「就職活動等に最低限必要な資金等の一時的な
貸付等の経済的支援」及び「保護観察終了者・満期釈放者も利用できる公的機関による相談等
の支援」の項目が高い。在院者では，「高校卒業認定資格や就職に役立つ技術・資格の取得支
援」を「必要」とする者が 6 割を超えるほか，「悩みを気軽に相談したり，ぐちをこぼしたり
できる相手」及び「職場の上司や同僚が立ち直ろうとする気持ちを理解して受け入れてくれる
こと」を「必要」とする者が過半数を占め，対人関係に関する支援の必要性を感じる傾向がう
かがえる。

（ウ）住居の問題

ⅰ　受刑者

（ⅰ）過去の問題における対応

7-3 -2 -3 -7 図は，本件犯行等前における，安定した住居を得る上での問題の有無と，その
解決状況について示したものである。

7-3-2-3-7図　受刑者 本件犯行等前における安定した住居確保上の問題状況

①　全体

③　入所度数別

④　出所事由別 ⑤　帰住先別

69.6
7.4 6.5

16.5

74.3

75.1

69.2

63.3

62.5

7.5

6.4

8.5

7.5

6.7

5.8

4.5

5.5

9.8

7.7

12.4

14.1

16.8

19.4

23.1

74.7

64.9

61.8

7.5

7.4

6.9

5.6

7.2

8.2

12.2

20.5

23.1

60.3

76.2

7.6

7.3

8.4

5.1

23.7

11.4

問題はなかった 問題はあったが，解決できた 問題だと思わなかった 問題があり，解決できなかった

82.3

57.4

54.5

5.2

9.5

10.2

3.7

8.6

10.5

8.9

24.4

24.9

総数 （1,577）

②　年齢層別

40～ 49歳

20 ～ 29歳

30 ～ 39歳

50 ～ 64歳

65 歳以上

（435）

（226）

（425）

（387）

（104）

満期釈放

仮 釈 放

（655）

（922）

初 入 者

再 入 者

3度以上

（762）

（815）

（537）

家族・親族

知人・雇主等

帰住先不明等

（813）

（430）

（334）

注　１　法務総合研究所の調査による。
２　重複回答及び無回答の者を除く。
３　②は，出所時の年齢による。
４　⑤の「知人・雇主等」は，知人，雇主，社会福祉施設，更生保護施設等である。
５　⑤の「帰住先不明等」は，帰住先が不明，帰住先が暴力団関係者のもと，刑終了後引き続き被告人として勾留，入国管理局への身
柄引渡し等である。
６　（　）内は，回答数である。
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全体の 7 割以上は「安定した住居があって，問題はなかった」又は「問題はあったが，解
決できた」と回答したが，年齢層が上がるにつれて，「問題はなかった」の比率が下がり，65
歳以上では「安定した住居はなかったが，問題だと思わなかった」及び「問題があり，解決で
きなかった」の合計が約 3 割に上る。

また，その回答状況から見て，例えば，寝泊り先を転々とするなどの不安定な居住状況に
あったにもかかわらず，これを問題として受け止めていない者も存在する。

入所度数が多い者，そして，今回仮釈放とならなかった者や，帰住先が不安定な者は，過去
に住居に関する問題を有し，それが解決できない状況で本件犯行等に及び，さらに，安定した
住居確保の課題が解決されないまま出所する者が相当数いることがうかがわれる。
（ⅱ）出所後の問題と必要な支援

7-3-2-3-10図　受刑者 刑事施設出所後の住居の安定のために必要な支援

イ　住居を確保するまで一時的に住める場所の提供
 （620）

ウ　自分の問題に合った支援を教えてくれること
 （619）

エ　住居探し・家賃トラブル等の問題の際の必要
な支援への橋渡し （615）

オ　インターネット・携帯電話等による匿名での
情報収集・相談 （611）

カ　住居探し・住み続ける上での悩みを気軽に
相談等できる相手 （611）

キ　家族・近隣住民等による理解と受入れ （611）

ク　その他の住居安定のための支援 （541）

必要 やや必要 あまり必要ない 必要ない

75.5

73.1

70.8

58.7

38.5

40.6

46.8

34.2

12.6

12.1

17.8

24.2

23.2

28.0

23.2

14.8

6.0

6.9

7.3

10.6

23.1

21.1

20.3

25.1

6.0

7.9

4.2

6.5

15.2

10.3

9.7

25.9

ア　保証人の紹介や契約等に必要な資金の一時貸付
 （621）

注　１　法務総合研究所の調査による。
２　重複回答及び無回答の者を除く。
３　「住居に関する問題はない」と回答した受刑者900人を除く。
４　（　）内は，回答数である。

受刑者（住居に関する問題がないと答えた者を除く。）が出所後の住居の安定のために必要
と考える支援を見たのが 7-3 -2 -3 -10図である。選択肢として掲げた支援項目のほとんどにつ
いて「必要」とする者が 4 割を超え，特に，住居を借りるための保証人の紹介や契約等に必
要な資金の一時的な貸付，出所後，住居を確保するまで当面の間住む場所，自分の問題に合っ
た支援に何があるかを教えてくれることといった支援項目では，7 割以上に上った。
ⅱ　在院者

（ⅰ）　過去の問題における対応

在院者に，本件犯行等前に，安心して生活できる場所があったかどうかと，問題があった場
合の解決の状況を質問し，その結果を示したのが 7-3 -2 -3 -11図である。
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7-3-2-3-11図　在院者 本件犯行等前における安心して生活できる場所に居住する上での問題状況

①　全体 ②　男女別

③　保護処分歴別 ④　入院時の保護者別

⑤　本件犯行等時の居住状況別

55.2

7.4

17.8 18.1

1.5

59.3

20.7

7.5

6.9

13.7

51.7

17.8

20.7

1.7

37.8

41.7

60.3

56.2

2.7

8.3

8.4

7.9

21.6

8.3

13.7

23.6

35.1

33.3

17.6

10.1

2.7

8.3

2.2

65.6

54.1

35.7

6.5

8.9

4.8

16.1

18.5

19.0

11.8

17.0

35.7

1.5

4.8

60.4

31.0

21.4

7.5

10.3

16.7

20.7

28.6

14.5

34.5

42.9

0.9

3.4

7.1

総数 （270）

少年院送致 （37）

児童自立支援施設
等送致 （12）

保護観察 （131）

保護処分歴なし
 （89）

家族と居住 （227）

その他居住先あり
 （29）

浮浪不定 （14）

男子 （241）

女子 （29）

実父母 （93）

実父又は実母 
 （135）

その他 （42）

注　１　法務総合研究所の調査による。
２　重複回答及び無回答の者を除く。
３　③は，保護処分歴が不詳の者を除く。
４　③の「児童自立支援施設等送致」は，児童自立支援施設送致及び児童養護施設送致をいう。
５　④の「その他」は，実父義母，義父実母，養父，養母等である。
６　⑤の「その他居住先あり」は，同棲，アパート等に居住，知人宅に居住，施設に居住等である。
７　⑤の「浮浪不定」は，不良者の居所に居住していた者を含む。
８　（　）内は，回答数である。

児童養護施設等で生活
問題があり，解決できなかった
問題だと思わなかった
問題はあったが，解決できた
問題はなかった

「安心して生活できるところがなかったが，問題だと思わなかった」者及び「問題があり，
解決できなかった」者がそれぞれ 2 割弱いた。女子では，「問題だと思わなかった」者が半数
を超えており，問題意識が欠如している者が多いことが特徴的である。入院時の保護者が実父
母の者は，「安心して生活できるところがあって，問題はなかった」が 3 分の 2 近くを占める
のに対し，実父母や実父又は実母以外の者では，4 割に満たない。
（ⅱ）　出院後の問題と必要な支援

7-3 -2 -3 -14図は，在院者（住居に関する問題がないと答えた者を除く。）が，出院後に安
心して生活できるところに住むため必要と考える支援を見たものである。「必要」の比率で見
ると，家族関係を中心とする人間関係に関連する人的サポートについての項目のニーズが高
い。
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7-3-2-3-14図　少年院出院後の住居の安定のために必要な支援

必要 やや必要 あまり必要ない 必要ない
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9.0
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20.2
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ア　保証人の紹介や契約等に必要な資金の一時貸付
 （89）

イ　虐待を受けたとき等に緊急避難できる施設
 （89）

ウ　自分の問題に合った支援を教えてくれること
 （89）

エ　住居探し・家賃トラブル等の問題の際の
必要な支援への橋渡し （89）

オ　インターネット・携帯電話等による匿名での
情報収集・相談 （89）

カ　住居探し・住み続ける上での悩みを気軽に
相談等できる相手 （88）

キ　家族関係改善調整や家族の問題の相談対応等
 （89）

ク　家族・近隣住民等による理解と受入れ （89）

ケ　その他の住居安定のための支援 （78）

注　１　法務総合研究所の調査による。
２　重複回答及び無回答の者を除く。
３　「住居に関する問題はない」と回答した在院者166人を除く。
４　（　）内は，回答数である。

4　おわりに
本編では，刑務所出所者等の再犯を防止し，社会復帰を図る各種施策の運用や官民協働によ

る取組の現状と課題を，就労や住居等の確保に重点を置いて紹介するとともに，刑務所出所者
等に必要な支援内容を，各種施策の成果や近年の犯罪白書で明らかにしてきた再犯リスク要因
を踏まえた上で，保護司及び受刑者・在院者の意識調査を通じて検討・分析することを試みた。

（1）就労・住居確保等の生活基盤の確立に向けた支援の現状と展望
ア　就労・住居確保等の重要性

入所度数の多い入所受刑者ほど無職率が高く，保護観察期間中の再非行による保護処分の取
消しで保護観察が終了した者の割合は，無職の保護観察処分少年・少年院仮退院者の方が有職
の者より圧倒的に高い。また，出所受刑者全体の中で，帰住先不明等の満期釈放者は，4 分の
1 程度であるのに対し，再犯期間が 3 月未満の再入受刑者のうち，前刑出所時に帰住先不明
等の満期釈放であった者は，過半数を占め，出所後短期間で再犯に至りやすい傾向がある。今
回実施した受刑者・在院者調査から，住居や就労上の問題が服役等することによって更に悪化
し，それが解決しないまま出所・出院するといった悪循環に陥ることがうかがわれる。

再犯防止における就労や住居確保等の重要性は，近年の犯罪白書等においても指摘した。犯
罪対策閣僚会議の「再犯防止に向けた総合対策」でも，住居の確保，就労の確保，満期釈放者
等に対する支援の充実・強化等が重点施策の具体的対策として掲げられている。矯正施設や保
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護観察所等で実施されている就労支援や帰住先調整等の充実・強化が図られてきたほか，より
多様なニーズに対応するための新しい施策や民間等の動きが次々に始まっている。こうした新
しい施策や動きは，今後改善や充実を図っていく必要がある。
イ　就労支援における課題と今後の在り方

（ア）矯正施設内から社会内への支援の継続性の強化

総合的就労支援対策を始めとする施策や民間の様々な努力は，支援を受けた相当数が就職に
つながるなどの一定の成果が出ているものの，保護観察対象者全体の保護観察終了時の無職率
の改善までには至っていないほか，一旦は就職しても職場への定着が困難な者が生じるなど，
解決すべき課題は多い。こうした現状を踏まえると，就職先の確保から就職後の職場定着支援
までを一貫して行う取組の拡充，特に，矯正施設内から社会内への支援の継続性の強化が図ら
れるべきであろう。その一例である更生保護就労支援モデル事業は，就職率，職場定着率とも
高水準であり，今後の就労支援が進むべき一つの方向性を示すものと考えられる。同事業の拡
充を図るなどする中で，満期釈放者の支援ニーズにも対応できる体制を構築していくことも重
要である。

（イ）健全な職業観や対人関係能力等を体得させるための指導の強化

今回の特別調査においては，受刑者・在院者のほとんどが就労意欲を示す一方で，保護司か
ら見ると，本人の職業観，社会常識や考え方，勤務姿勢，生活習慣，対人関係能力等の円滑な
社会生活を営む上で基本的に必要なことが身に付いていない場合が多く，この傾向は特に少年
に顕著であると指摘された。一方，受刑者・在院者自身は，その点での指導・助言等を必要と
考える者が少ないなど，問題意識自体の欠如が，安定した就労を困難にしている一因となって
いるものと考えられる。したがって，刑務所出所者等の仕事に関する基本的な考え方や能力，
生活態度や習慣を改善・向上する指導・教育を充実・強化することが必要不可欠であると思わ
れる。

（ウ）刑務所出所者等の受入れ環境の整備

前歴等を理解した上で刑務所出所者等の雇用・就労に協力する協力雇用主の中にあっても，
実際に刑務所出所者等を雇用している事業者は，一部にとどまる。また，前科や非行歴が原因
で就職できない場合もあるなど，刑務所出所者等の就労を支援することについての社会全体の
理解や受入れ環境の整備を更に推進する必要が認められる。協力雇用主等による雇用を促進す
るため，そのニーズに対応して身元保証制度やトライアル雇用といった支援メニューを積極的
に活用しつつ，様々な事業者にインセンティブを与えて協力雇用主への新規参入や刑務所出所
者等の雇用を促す支援が望まれる。

（エ）相談等支援の充実及び多様な社会資源との連携

就労に問題を抱える者の課題は人により様々であり，各人の問題性に対応した支援が重要で
ある。特別調査では，保護司，受刑者・在院者ともに，例えば，どのような支援があり，どの
ような支援を受けるのが効果的なのかといった，適切な支援情報へのアクセスや，身近な相談
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相手を含めた相談等の支援を必要と認識する者が多かった。そして，保護観察終了後や満期釈
放後に受けられる相談等の支援に対するニーズも大きいことがうかがわれ，これらを確実に提
供できる支援態勢を整えていくべきである。特に，支援ニーズが大きい満期釈放者等について
の出所後の就労支援は，主に更生緊急保護の対象者に限られるなどの課題が残る。保護観察や
更生緊急保護の期間が経過した者に対しては，公共職業安定所による職業相談等の既存の枠組
みを活用しながら，継続的・長期的にこれらの者のニーズに応えられる支援を行うことができ
る機関・団体等を新たに開拓し，そこへの橋渡しができるように努める必要があると思われる。
ウ　住居確保等支援における課題と今後の在り方

（ア）帰住先となる受け皿の拡充とその質的水準の維持・強化

適切な引受人や帰住先が見つけられない刑務所出所者等の受け皿として，従来からの更生保
護施設に加え，ここ数年，国の設置する自立更生促進センター，民間の力を活用した様々な形
態の自立準備ホームが整備されてきたが，いまだ満期釈放者の半数近くが，適切な引受人がな
いまま出所しており，既に受入先としてある自立更生促進センター，更生保護施設，自立準備
ホーム等による受入れを確実に推進していく必要がある。また，更生保護施設等の施設がその
受け皿となるには，定員等の面で収容能力が不足しており，新規開拓先として，自立準備ホー
ムは急速に登録事業者が増加しているが，更に，その登録を推進すべきであると考えられる。
また，住み込み先となる協力雇用主の開拓にも一層注力すべきである。

質的な側面に目を向けると，更生保護施設では，職員の数・経験や施設の設備は施設ごとに
様々であり，施設間の処遇態勢等にばらつきがあることも否定できない。また，自立準備ホー
ムの運営は国の認可を必要とせず，比較的簡易に民間事業者が参画できる制度であるため，多
様な事業者の参入が大いに見込まれるが，その反面，処遇態勢等の質的水準のばらつきは更生
保護施設以上とも思われる。受け皿となる施設等における処遇の充実といった質的な水準の維
持・強化に向けた官民双方の努力が更に求められている。そのためには，民間施設が刑務所出
所者等を受け入れるに当たってどのような問題や困難があるかを検証し，これを軽減するため
の方策を検討する必要がある。

（イ）再犯リスクが高い者への対応

入所度数の多い者や過去に住居の問題を抱えていた受刑者の出所時の帰住先は不安定な傾向
にあり，満期釈放者の半数近くが適切な帰住先がないまま出所している。また，受刑者調査か
ら過去に住居の問題を抱えていた帰住先不明等の満期釈放者は，当時，その問題の解決に向け
た有効な対応が採れなかった傾向がうかがわれる。入所前に無職や住居不定であった者等の再
犯リスクが高い者については，矯正処遇等の早期の段階から，社会で自立して生活するための
指導・教育を重点的に実施するべきである。その上で，行き場のない者については，自立のた
めの処遇を提供できる施設等への帰住を進めるべきであろう。ところで，保護観察所による満
期釈放者に対する支援は，更生緊急保護に限られる。また，仮釈放者等の場合も，指導監督，
補導援護を行う十分な保護観察期間が確保できないことも少なくない。保護観察や更生緊急保
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護期間終了後も支援を必要とする者をサポートできる多様な社会資源の開拓とそれらとの緊密
な連携の推進が有効であると考えられる。
エ　生活基盤の確立その他の社会復帰支援における少年特有の問題への対応

今回実施した特別調査の結果からも，少年の社会復帰支援に関しては，成人と異なるニーズ
があり，住居や就労といった場面の問題であっても，家族関係の調整や家族の協力・支援を始
めとする人的サポートの重要性は高いことがうかがわれた。少年については，家族関係の調
整，家族の支援の後押しを重視しつつ，学校，児童福祉機関等との連携や，BBS会，更生保
護女性会等の更生保護関係者の協力，さらには，地域社会において青少年の健全育成に関わる
団体等の関与を推進していくことも有効と考えられる。

（2）社会復帰支援における官民協働の現状と展望
ア　保護司を巡る課題と今後の在り方

保護司の高年齢化が進行し，充足率が低下傾向にある。これに対しては，近年，保護司候補
者検討協議会による幅広い分野からの保護司候補者発掘の試みや更生保護サポートセンターの
設置とこれを活用した取組等，保護司活動の基盤整備に向けた動きが始まっている。複雑多様
化する保護観察対象者の問題に対応して処遇を行う保護司の活動を支えるには，保護観察対象
者の問題に対応できる関係機関との連携や民間団体の協力・参加が不可欠である。更生保護サ
ポートセンターを有効に活用するなどして，経験の長い保護司のネットワークや保護司会と地
域社会のつながりを，それぞれの保護司の処遇活動に生かすことが望まれる。

保護司調査によると，経験年数が比較的短い保護司に対するサポートの必要性がうかがわれ
た。経験豊富な保護司との知識や経験の共有や保護観察官との連絡・連携体制の充実によるサ
ポートが有効と思われる。
イ　犯罪者等の特性に対応した処遇における連携上の課題と展望

薬物事犯者の処遇においては，官民合わせた多機関連携が進みつつあり，断酒会等飲酒問題
の団体との連携も進んでいる。このほかにもギャンブル，買い物依存等，し癖行動や依存症に
関連する問題があるケースは多く，関連団体，自助グループ等との連携強化は今後も課題にな
ると思われる。
ウ　民間資源の開拓と連携の強化

矯正処遇や社会内処遇の各場面で，様々な形で官民協働の取組や民間による協力・参加が進
んでいる一方，例えば，債務整理等の問題や被害者に対する償いの橋渡しといった法的支援は
ニーズがありながら，法律専門家等との連携は必ずしも十分ではなく，更に開拓の余地がある
ものと思われる。また，「再犯防止に向けた総合対策」には，例えば，本特集で触れなかった
女性犯罪者や暴力団関係者についても，女性の特徴的な傾向に基づいた指導・支援や暴力団離
脱指導・支援が強化すべき取組として挙げられており，こうした取組も，ノウハウや専門性を
持った多くの関係機関や民間団体との連携が必要である。このほかにも，様々な側面から，犯

―81―



罪者や非行少年の社会復帰を支援している団体や個人も少なくないと思われる。今後は，これ
まで連携してきた団体等との連携をより強固なものとし，これまで連携が不十分であった団体
等との連携の可能性を探り，さらに，連携が手薄の分野での連携先の開拓を進め，刑務所出所
者等の社会復帰支援のためのより広く緊密なネットワークを将来にわたって持続可能なものと
して構築していくことが望まれる。

（3）まとめ～広く国民に理解され，支えられた社会復帰の実現に向けて
刑務所出所者等の再犯防止に向け，その社会復帰支援として，様々な取組が官民双方の協力

の下に発展してきているが，刑務所出所者等の社会的な孤立を防ぎ，長期にわたって見守り，
支えていくには，社会復帰支援の重要性とその具体的な取組について，国民の理解を広めるこ
とも重要である。

本年の特集は，住居確保等と就労に関するものを中心に，刑務所出所者等の社会復帰支援の
現状と課題をできるだけ分かりやすく説明し，有益な情報を国民に発信することをその大きな
目的とした。この特集が何がしかの手がかりとなり，今後，これまで以上の広範囲にわたる官
民の連携と，これを支える国民の積極的な協力や支援が進んでいくことを期待するものであ
る。
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